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① そもそも 2010 年代現在の政策枠組みに至る起点となったのはいつか？  
② なぜその時代が起点となったのか？スウェーデン福祉国家の構造的特徴との
関係はあったのか？ 
③ 起点となった時代と、2010 年代1とはどのようにつながるのか？ 
	 続いて、上記③を明らかにするために、さらに以下の問いを立てた。 
④ 2016-17 年現在においては具体的にどのような移民統合・包摂の取り組みが















                                                            






むしろ、ヨーロッパで最も同質性の高い国の一つであった[SOU 1974:69, 23; TEMPUS 
1984:16]。先住のマイノリティは、サーミ人が 1 万人、スウェーデン北部に住むフィン
ランド人（トルネダル・フィン人）が 3 万人、そして 1780 年に入国が許可された際に
移入したわずかなユダヤ人がいる程度であった [SOU 1974:69, 23; Hammar 1985: 22]。
人口の 99%以上が同じ言語を話し、同じ国家の歴史を共有し、同じ宗教（キリスト教ル







もユダヤ難民には門戸を閉じていた[Byström & Frohnert 2013: 17]、というのが 1930
年代末までのことである。 
	 それが 2016 年末現在では、総人口のうち「外国籍者」は 8.5%、「外国出身者」（外国
籍者と国籍取得者を合わせた概念）は 17.9%、「外国のバックグラウンドをもつ者」（外
国出身者と、両親ともが外国生まれの国内出身者を合わせた概念）は 23.2% [SCB 
2017/03/21] と、本人自身が外国で生まれスウェーデンに移住した者と本人はスウェー




ると 202 ヶ国・地域に上り3[SCB 2017/06/08]、ほぼ全世界と言って良い。スウェーデ
ンを除く出身国の上位 10 ヶ国はフィンランド、シリア、イラク、ポーランド、イラン、
ユーゴスラビア、ソマリア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ドイツ、トルコであり、これ
らの国の出身者を合計しても全外国出身者の 5 割程度[SCB 2017/06/08 より算出]と、
出身国の多様性も大きい。いまや多民族・多文化社会であることに疑いはなく、スウェ
                                                            
2 Hammar [1985: 22]では「少なくとも 20 年前までは」と表現しているが、本書が出版された
のは 1985 年であるため、1960 年代初頭を指していると考えられる。 
3 出身国不明者は除く。国連加盟国は 193、日本が承認している国 196、オリンピック・サッ





た通り国際比較分析で代表的な「移民統合政策指標：MIPEX」では、2007 年の第 2 回






策指標 MIPEX」である。MIPEX は、その前身となった 2005 年の「ヨーロッパ市民権
と包摂に関する指標 European Civic Citizenship and Inclusion Index」から、政策分
野・指標、比較対象国、協力団体を拡充し続けており、その最新のものが 2015 年の
「MIPEX Ⅳ」である。そこでは 8 つの政策分野（労働市場、家族再結合、教育、政治
参加、永住、国籍取得、反差別、保健医療）を計 167 の指標で分析し、比較対象国は 38
にまで拡大した。また、主催・協力団体は、MIPEX Ⅳに関しては移民政策グループ
（Migrant Policy Group）・バルセロナ国際問題センター（Barcelona Center for 














                                                            





















局は「移民統合 Integration」に関する報告書を 2008 年から毎年発表しているが、そ



































































する[Borevi 2013; Borevi 2014; Borevi et al. 2017]。セインズベリー[2012]は福祉レジー
ム論に基づき、移民の権利について、三つの福祉レジーム間の違いと福祉レジーム内での国
家間の違いを詳細に分析した。三つの福祉レジーム間の違いについてはエスピン-アンデル
セン[原著 1990, 邦訳 2001]の脱商品化概念を移民分析にも適応できるように操作しながら、
実証的にそれが移民の社会権にも当てはまることを明らかにした。さらにそれに止まらずに、
同じ福祉レジーム内でも福祉国家間で移民包摂にも違いがあることを、政治分析で明らかに






れる。ハンマー[1985: 7]は「移民政策 immigration policy」を(a)入国管理政策（regulation 
of flows of immigration and control of aliens）と、(b)移民統合政策（immigrant policy）
の二つにより成り立つものとした。そして(b)移民統合政策は、移民の生活状況に影響を与える
すべての政策分野から成り立つものであり、それらは直接的な場合も間接的な場合もあり、前
者を「直接的移民統合政策  direct immigrant policy」、後者を「間接的移民統合政策


































                                                            
6 Rothstein, Bo. 1986, Den socialdemokratiska staten: Reformer och förvaltning inom svensk 





























祉 国 家 の縮 小 との間 に因 果 関 係 はないとす る研 究 が複 数 なされ ている [Banting & 





































	 2015 年時点で出身国とは別の国に住む人びと、つまり国際移民は世界全体で 2 億
4300 万人、世界総人口の約 3.3％にのぼった[OECD 2016: 23]。EU・EFTA 加盟国で
は、極端に割合の高いルクセンブルクとリヒテンシュタインを除いても平均 11.3%
（2016 年 1 月 1 日時点）[Eurostat 2017/04/10 より算出]、OECD 加盟国では平均 10％
が外国生まれである（2013 年時点）[OECD 2014: 9]。さらにそこに 2015 年には「欧
                                                            













Seidl and Bolits 2016: 9]。このようななか、難民を対象とした労働市場における統合
政策については、導入されてから一定程度の期間が経ちその結果を検証できる国として、

















                                                            
8 例えば 2016 年 8 月時点で国内出身者で高校教育以上の者の失業率が 4.3%である一方、非ヨ
ーロッパ出身者に限定すると 21.2%、さらにそのうち高校教育未満の者では 43.5%にのぼり、
非ヨーロッパ出身者で高校教育未満の者は約半数が失業状態にあることが大きく報道された
[Cederblad in SvD 2016/08/12]。さらに、失業は長期化しており、なかでも難民として移入し
















































 ②人口統計上の分類には、次のものがある。「外国籍者 utländska medborgare」、「外国












                                                            
12 家族呼びよせには難民等以外の家族も含まれている。家族呼びよせ全体のうち難民等の家族
は 1985-2015 年で平均すると 24%を占める（Migrationsverket 2016/04/14 から筆者算出） 
13 2008 年からは EEA 加盟国以外からの労働者受け入れを開始した。 
14 北欧市民は 1954 年に北欧共通労働市場協定が締結されてから自由に入国・労働ができる。 
15 1995 年から EU に加盟し EU 域内移動者は増加を続けていたが、2014 年 5 月には、国内移
動者と同等とみなし、EU 加盟国国籍者の登録を廃止した。 
16 主に以下 3 つの事由による ①死刑・拷問等の非人道的処罰、②内戦、環境災害、③性及び
同性愛による迫害	
17	①身体的事由、②非人道的な状況、③強制送還不可、④法令（例：恩赦） 
18 良心的兵役（戦争）拒否者（1996 年末廃止）、事実上の難民（1996 年末廃止）、。一時的許
可、時限立法（子どもとその家族）、過去に発行された一時的許可、（強制送還の）履行障害、
がある（Migrationsverket 2016/04/14） 
19 Migrationsverket (2015/09/03) “Ordförklaringar” <https://www.migrationsverket.se/Om
-Migrationsverket/Ordforklaringar.html#u> 2018/01/12 アクセス 
20 外国生まれの者を同義語として用いる。 
21 存在しなくなった国の国籍者がここに含まれる。例えば 2006 年まで一つの国であったセル
ビアモンテネグロが二つの国に分かれ、それ以前の国は存在しなくなったため、この統計分類


























1944 年「外国人庁 Statens  
utlänningskomission」 
1967 年「外国人問題に関する調査委員
会 Utla ̈nningsutredningen」 
1968 年「外国人政策に関するガイドライ
ン （Prop. 1968:142. Angående 










1969 年「外国人庁」→「移民庁 Statens 
invandrarverk: SIV」へ 
1975 年「移民及びマイノリティ政策に関
するガイドライン（Prop. 1975:26. Om 
riktlinjer för invandrar-och 
minoritetspolitiken）」 

























1997/98:16. Sverige, framtiden och 
mångfalden: Från invandrarpolitik 
till integrationspolitik.）」23 
1998 年「統合庁 Integrationsverket」
が SIV から独立して設立→2007 年閉鎖














2009/10:60. Nyanlända invandrares 
arbetsmarknadsetablering: 
egenansvar med professionellt stöd）」 
2010 年「特定の新規移民のための参入
支援に関する法律」（Lag om 
etableringsinsatser för vissa 
nyanlända invandrare (2010: 197)） 
[筆者作成] 
 
 政策の変遷については第 2 章で検討するため、ここでは政策上の〈移民〉関連概念の変遷
に着目して整理したい。 





                                                            






invandrare」が使われるようになった25[Hammar 1985: 19]。 
 1960 年代末から 2000 年代末頃まで〈移民〉を指す用語として最も長く政策用語として用い









パラダイム・シフトした[Borevi 2012: 69]のが 1990 年代末である。「統合」の重視は 1998 年




し て 、 公 的 機 関 に お け る 〈 移 民 〉 概 念 の 使 用 法 を 再 度 整 理 す る こ と が 必 要 と な っ た




ある[Kulturdepartementet 2000]。前者の提言は 2002 年から統計局の統計に反映され、
後者に関しては実際の導入までにさらに時間を要し、2010 年から実施された。 
 そして、2010 年頃からは、〈移民〉は基本的にスウェーデンに移入して 2 年以内の「新規移
                                                            
24 「外国出身者」の統計分類項目が出来たのが 2000 年以降であるため、当時の統計がない。 
25 60 年代末以前でも「移民 invandrare」は全く使われていなかったわけではない。例えば
1968 法における内務大臣の発言で「移民」が出てきている[Prop 1968: 142, 107]。しかし、毎
年発行される議会年鑑概要で、1965 年版には「外国人労働者 Utländsk arbetskraft」、「外国
人」の項目がある一方、「移民」はなく[Bjerlöw, Torsten och Riksdagen (1965), 1965 Års 
riksdag översikt, Stockholm : Norstedt, I ss. 704-705, Ⅱ s.173]、1975 年版には内務省の項目
の中に、「移入 Invandring」があり、その中で 1975 年ガイドラインの概要が記されている
[Lindmark, Sture och Riksdagen (1975), Riksdagens årsbok 1975, Stockholm : Riksdagens 
tryckeriexpedition, ss. 371-376]。 



































                                                            
















念は「統合 integration」「統合政策 integration policy」である。例えば国連難民高等弁
務官（UNHCR）は「（地域における）統合とは、法的・経済的・社会的・文化的側面に
またがる複雑で段階的な過程である」と表現し29 、難民の受け入れ国における労働市場
参入については「労働市場における統合 labor market integration」と表現する
[UNHCR Policy Development and Evaluation Service 2013]。その根拠には、国連、
EU などの国際機関による用語使用がある。次に EU においても同じく「統合」を使用
しており、EU 統計局であるユーロスタットは 2010 年 4 月の移民統合に関する閣僚会
議宣言（Zaragoza 宣言）に基づいて「移民統合指標  Indicators of immigrant 









                                                            
28 シティズンシップに関する詳細な論考はヨプケ著, 遠藤ら訳[2013]『軽いシティズンシッ
プ』が代表的な研究である。 








た移民の割合、を挙げている[European Union 2011:10; Eurostat] 30。また、欧州委員
会移民・内務総局（2014）は「ヨーロッパ移民統合モジュール European Modules on 
Migrant Integration」では、①移入直後の導入段階、②受入れ国側の取組み、③移民側
の取組み、という 3 つのモジュールで整理した「ヨーロッパ移民統合モジュール 






る[European Commission, DG Home 2014:7, 清水 2017:219]。また、すでに本研究の
問題意識で取り上げた、2015 年時点では Migrant Policy Group・バルセロナ国際問題














                                                            
30 European Union (2011)で挙げられている指標の中で 2018 年 1 月 17 日現在の Eurostat で
は公表されていないものについては除き、公表されているものについては追加した。例えば④
アクティブシティズンシップについて、European Union (2011)では「議員に選出された移民


























	 〈包摂〉は 2017 年現在の先進諸国の経済・社会的な発展に関する一つのキー概念と
なっている。「社会的包摂」は、「社会的排除」概念が 1980 年代末にフランスで定着し




































                                                            
31 EU は 2010 年 3 月、欧州委員会「欧州 2020：知的・持続可能・包摂的成長に向けた欧州戦
略」を発表。OECD は 2011 年 3 月パリでの世界銀行との共同会議において「包摂的成長」に
ついて議論し、2012 年に「包摂的成長の促進：課題と対策 Promoting inclusive growth: 
Challenges and policies」レポートを発行（第 3 章は北欧福祉国家について）、2014 年 5 月に
は「包摂的成長のための枠組み Framework for Inclusive Growth」を発表した。G20 は 2016
年 9 月、G20 杭州サミット首脳宣言で「包摂的成長」をキーワードとして取り上げた。世界経
済フォーラムは「包摂的成長指標 Inclusive Growth Index」を開発し、2017 年に初めての

























いること[Berg 2013; Lane 1991; Ruin 1986; Thullberg & Östberg 1994; 秋朝 2014; 岡





                                                            
32 Carmel et al. [2012: 14]では、社会的・経済的・政治的生活における完全な機会の獲得へと
向けた過程のことを「統合 integration」と捉えており、この文脈では、社会政策分野におけ
る社会的包摂と同じ意味を指しており、「統合」と「包摂」を言い換え可能なものとして用い
ている。そして、移民の統合 integration／分離 segregation という対比と、包摂 inclusion／
排除 exclusion という対比を同義として用いており、筆者の視点もそれに重なる部分がある
が、「統合」という概念そのものが孕む問題についてはすでに述べた通りである。 




























含まれる。社会支出の GDP に占める割合は、OECD 統計のある 1980 年から 1990 年代末
まで全加盟国のなかでもっとも高く、その後低下の傾向にありながらも上位にあり続けている
[OECD]35。公共セクター従事者の全就業者に占める割合は、2007 年時点では加盟国中最
                                                            
34 清水[2016a]を加筆修正した。3 つの構成要素をまとめるに際して参考にした資料は以下の通
りである。Berg [2013], Esping-Andersen [1994], Ruin [1986], Thullberg & Östberg [1994], 
秋朝[2014; 2015], 岡沢[2009], 宮本[1991]など。 
35 スウェーデンの社会支出の GDP に占める割合は 1993 年に最大で 34.2%に上ったが、2016
年時点では 27.1%で、フランス、フィンランド、ベルギー、イタリア、デンマーク、オースト












ピン-アンデルセン邦訳 2000; 2001]。同様の表現として「包括的 general」のほかに「普遍















                                                            
36 2007 年時点では 30.26%で加盟国中最大、2015 年は 28.59%でノルウェー、デンマークに次
ぐ 3 位。[OECD.stat] <https://stats.oecd.org/Index.aspx?QueryId=78408>, Government at a 
Glance - 2017 edition.（2018/07/31 アクセス） 
37 日本では国民負担率の国際比較がよく使われるためこれを取り上げた（国立社会保障・人口
問題研究所 2017「社会保障費用統計（平成 27 年度）」）が、税収（社会保障負担を含む）の G
DP に占める割合でみても、スウェーデンは 2001 年までは OECD 加盟国中最大で、2002〜20
10 年まではデンマークに次ぐ 2 位、2016 年時点ではデンマーク、フランス、ベルギー、フィ





























自主財源の大きさも関わっている。コミューンの財源は 2016 年時点で約 65%がコミュ
ーン税による自主財源であり、ランスティングに関しては 70%強がランスティング税
による自主財源である[SKL]42。国からの補助金は、コミューンに関しては使途を限定
                                                            
39 社会福祉サービスも同義であるが、ここでは社会サービスとする。 
40 基礎医療（Primärvård）15.4%、病院医療（Spec somatisk vård）46.1%、精神医療
（Spec. psykiatrisk vård）7.5%、歯科医療（Tandvård）3.1%、その他保健医療（Övr. hälso- 
och sjukvård）8.3%、医薬（Läkemedel (öppen)）7.2%で合計 87.6%である。[SKL “Diagram 
för landstingen”]（2018/07/31 アクセス） 
41 教育は就学前教育・保育が 14.2%、基礎学校 16.9%、ギムナジウム 6.4%、その他の教育
3.7%で合計 41.2%、社会サービスは高齢者サービス（Äldreomsorg）18.4%、障がい者サービ
ス（Funktionshindrade）11.0%、公的扶助（Ekonomiskbistånd）2.1%、若者・家族サービ
ス（Individ-och familieomsorg）4.6%で合計 36.1%、教育・社会サービスを合わせると 77.3%
である。[SKL “Diagram för kommunerna”]（2018/07/31 アクセス） 























した 2012 年時点でも 67.5%で OECD 加盟国のなかではアイスランド、フィンランドに次ぎ高









                                                            
43 注 41, 42 と同じ出典。 
44 控除は通勤費控除・私的年金控除・基礎控除のみ[馬場 2015: 361]。 























































山井 1994 参照]。 
 
 以上、スウェーデン福祉国家の三つ特徴である包括的福祉システム、労使協調、合意形成










                                                            




























	 中央機関の地方事務所には、雇用仲介庁（ Arbetsförmedlingen ）・移民庁


















摂の起点とその後の展開を、政策の対象・方針・構造の視点から歴史的に追う（第 2 章、第 3
章）。さらに起点となった時期に導入された具体的施策について詳述し、それらが時代とともに
少しずつ形を変えながらも 2017 年現在まで継続されていることを述べる（第 4 章）。そして、な
ぜこれら〈移民〉の社会的包摂のための政策が始まることとなったのか、その起点である 1960-





る〈移民〉動向と包摂の取り組みを詳述する（第 7 章）。そして、6 章の統計分析と 7 章の事例























え、整理する。第 1 期は受け入れ前史としての 1930 年以前の移民送出期、第 2 期は第
二次世界大戦中・直後の北欧・バルト諸国からの戦争難民移入期、第 3 期は 1950-60 年
代の南欧諸国からの労働移民移入期、第 4 期は 1970-80 年代の南米・中東からの政治
難民移入期、第 5 期は 1990 年代以降の EU 域内移動者・中東アフリカ難民移入期、で
ある。 
	 ストックホルム大学移民・民族研究所の、スウェーデンを代表する移民研究者であっ
たトーマス・ハンマーに続く第 2 代所長を務めたチャールズ・ウェスティン（Charles 
Westin）[2006]は、先に 1930 年以前の歴史背景を述べてから、第二次世界大戦以降を
4 つの時期に分けている。第 1 期を 1938-48 年の隣国からの難民移入期、第 2 期を 1949-
71 年のフィンランド・南欧からの労働移民移入期、第 3 期を 1972-89 年の途上国から
の難民と呼び寄せ家族移入期、第 4 期を 1990 年からの中東・東欧からの難民移入と
EU 域内自由移動期、としている。篠田[2014b]もその区分にならい各時代区分ごとの
移民受け入れとその統合・包摂に関する政策の変遷を整理している。しかし本稿では、





                                                            
50 本章は拙著（2015）「スウェーデンにおける難民・移民受け入れ政策−継続性に着目して−」『社学研






第 1 期 前史：移民送出期51 
	 スウェーデンは長く、「移民を送り出す国」であった。1850 年から 1930 年の間に、


















                                                            
51 拙著（2018）「『移民を送り出す国』から『移民を受け入れる国』へ」, 『日本・スウェーデ
ン交流 150 年：足跡と今、そしてこれから』彩流社, 第 14 章, pp.337-345 の一部を抜粋、加筆
修正した。 
52 移出民総数については、資料により 120〜150 万人と開きがある。ヨーテボリ移民博物館
（Emigranternas hus）[2017]では｢1850〜1930 年の間に、130 万〜140 万人｣、スウェーデン
統計局のレポートでは｢1850 年から 1930 年の間に、150 万人｣[Nilsson2004: 14]、スウェーデ
ン移民の研究の中心地であるヴェクショー移民研究所（Svenska emigrantinstitutet）兼移民
博物館（Utvandrarnas hus）では｢1846〜1930 年に 130 万人｣としている（Svenska 
emigrantinstitutet ウェブサイト 2017/09/18 アクセス）。この数の開きは当時の移出統計が厳
密にとられていなかったことが理由にある[Tedebrand 1976:76-93, 94-113 参照]。 
53 スウェーデン政府はビショップ･ヒルが築かれてから 150 年後の 1996 年をスウェーデン-ア

















れた[Hammar 1985: 26]。本法ははじめ 5 年の有効期限があったがその後延長を重ね、
1954 年にはじめて恒久法となった[Hammar 1985: 26]。これが現代に続くスウェーデ
ンの入国管理法である「外国人法 Utlänningslagen」である。 
 




ダヤ人を除く政治難民の保護が規定された。その後 1943 年 8 月にデンマークからのユ
ダヤ難民の救済によってそれまでの制限的難民政策は転換した。1944 年には 3 万人の


























民〉の 95%は労働移民であった[Byström & Frohnert 2013: 227]。戦後期から 1970 年
までのスウェーデンは黄金期と呼ばれ、かつて 1800 年代の前半世紀、英国の 40-50%、
1900 年代初頭には同 60-70%程度でしかなかった一人当たり国民所得は、1970 年には
世界で 4 番目に位置するまでになっていた[Berg 2013: 22]。1870 年から 1970 年まで
の 100 年間でスウェーデンにおける生産は 17 倍に拡大した54 [Berg 2013: 23]。1968-




	 しかし労働移民の受け入れに対しては 60 年代末から国内での反発が高まり、1972 年、
労働組合全国組織 LO は労働移民の受け入れを停止し、スウェーデンは実質的に労働移




第 4 期 政治難民移入期 
	 1972 年、北欧諸国以外からの労働移民を制限すると同時に、スウェーデンへの移入
民は難民の割合が高まることとなる。1973 年チリでの軍事クーデターに伴い発生した
                                                            










難民」または「B 級難民」と呼ばれている。北欧諸国以外の出身者が 1970 年には 6%
であったのに対して 1980 年には 16%に増加した[SIV 1983: 40]。そして 1987 年から
はヨーロッパ諸国以外の出身者がヨーロッパ諸国の出身者を超えた[Hammar 1991: 
185]。1945-88 年、合計で 14 万人の難民（年間 3600 人）がスウェーデンにやってき
た。このうちの多くがクォータ難民で国際機関の難民キャンプから送られてきた人々で
あったのに対し、1980 年代末からは自らスウェーデンにやってくる難民が急増した。
年間の庇護申請者は 2万人に達し、1989年には 3万人に到達した[Hammar 1991: 192]。 
	 しかし、このような庇護申請者の急増に見合う受け入れ体制が整っておらず、スウェ













第 5 期 EU 域内移動・中東アフリカ難民移入期 
	 1989 年「ルチアの決定」以後 3 年間は、難民の受け入れ数は 1 万人台に減少した。
しかし、1993 年にはまた約 36,500 人へと増加し、1994 年には過去最高の 44,875 人に
達している。これは主に冷戦終結に伴う移動が急増したためである。その後 1995 年に




2006 年には「国際的保護を必要とする者」の受け入れが前年の約 3,700 人から 1 万人
に急増し「難民等」総数は 25,000 人に急増した。そして、2014 年、難民等受け入れ総
数は過去最高の 35,642 人に到達した。2000 年代末からは親権者のいない未成年者の単
独移入が増加し関心が高まっている。2009 年には 2250 人に上り、前年比 49%増とな
った。その 4 分の 3 はソマリアとアフガニスタンからの 15-17 歳の少年である[OECD 
2011: 324]。 
	 一方、スウェーデンは 1995 年に EU に加盟し、その後 EU 域内移動者は増加を続け
ていたが、2014 年 5 月には、国内移動者と同等とみなし、EU 加盟国国籍者の登録を
廃止した。さらに 2008 年からは EEA 加盟国以外からの労働者受け入れを開始した。
2008 年 12 月 15 日に施行し、2009 年には新たに 1 万 4500 人が労働許可を受けた。最






















































































1980-2015 年 在留資格別居住許可発⾏数と 
そのうち難⺠等・家族呼びよせの全体に占める割合 
 
[Migrationsverket 2016/04/14 より筆者作成] 
1980 年代以降の移入の大部分を難民等と家族呼びよせ55が占めている。1994 年まで
90%近くが難民等と家族呼びよせのみであった。1995 年から 1999 年の間は 70%台に
下がり、2000 年代以降はそれまで停止していた労働力移民を再開したことで難民等と
家族呼びよせの全体に占める割合はさらに 50-60%程度に下がった。しかしシリア内戦
以降その割合はまた上昇し、2014-15 年は 70%以上にのぼった。 
 
１−２−２ 定住者の推移と現状 
	 次に、定住者に関する現状については序章でも述べたが、2016 年末時点で総人口 999
万 5153 人のうち、「外国籍の者」は 85 万 1949 人で総人口の約 8.5％、「外国出身者」
は 178 万 4497 人で総人口の 17.9%、「外国のバックグラウンドをもつ者」は 232 万 302









































































































外国籍者の割合は 1970 年代からさほど大きく変化していない一方で、2000 年から新たに人
口統計の分類に加えられた、国籍取得者も含む「外国出身者」は 11.3%から 17.9%へと 16 年
間で約 6.6%増加した。また、2002 年から導入された、本人はスウェーデンで生まれたが両親
は外国出身、という者も含める「外国のバックグラウンドをもつ者」は、2002 年時点で「外国出






























これは、1969 年から 2000 年に至るまで、約 30 年間にわたって入国管理と移民の社
会的統合・包摂のための政策の双方を担っていた移民庁による、移民のためのスウェ
ーデン社会解説書での説明である。 












[Kulturdepartementet 2000: 14-15] 。 
	 しかし、本ガイドラインは、移民それぞれの文化的背景を無視した同化を前提にし
た内容だと強い批判を受け、同年、移民に関する新たな調査委員会
                                                            
56 本節は拙著（2016）「スウェーデンにおける移民統合政策の起点 −1960 年代末から 70 年代
中期の整備過程と背景要因−」早稲田大学社会科学研究科編『ソシオサイエンス』vol.22, pp.1-
16 の「移民統合政策の具体的な事業」までを加筆修正したものである。 














していた[SOU 1974:69, s. 390]ためである。 
	 外国人問題に関する調査委員会の 1967 年報告書はまた移民問題を担当する恒久的







最初に主張したのは、彼であった[Hammar 1985: 45]。 
 
２-１-２ 「外国人政策」から「移民・マイノリティ政策」へ：70 年代〜 
	 1968 年ガイドラインに対する批判を受けて設置された前述の移民調査委員会
（IU）は、三度にわたり報告書を提出する。1971 年に成人移民の教育に関する中間
報告書、1972 年に通訳・翻訳家の育成に関する中間報告書、そして 1974 年に最終報
告書『移民に関する調査報告書 3 ：移民とマイノリティ』（SOU 1974:69, 





































































6.5.2. 健康に関する研究  
6.5.3. 委員会の提言 

































































































































































12.3.1 以前の対応  




























                                                            







る。[SOU 1974: 69, 19] 
 
	 この三原則と報告書で提言された内容をもとに、翌 1975 年、新たな移民統合政策
に関するガイドラインである「移民及びマイノリティ政策に関するガイドライン」





化、などの具体的な施策を打ち出した[Prop. 1975: 26, 1-2]。また、一般税財源によっ
て賄う点は、1968 年ガイドラインから受け継いだ59。 


















て対比している[SOU 1974:69, 390]。 
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って良いだろう。具体的な制度改革、導入された施策については、第 4 章で述べる。 
 
２−２ その後の展開  




















府がコントロールすることはほぼできなかった [Borevi 2012: 50] 。しかし難民については、
政府が「住む場所」を手配する必要がある。 
 戦 後 、 難 民 の 受 け 入 れ に 関 す る 業 務 は 、 1947 年 か ら 労 働 市 場 委 員 会 （ 旧
Arbetsmarknadskommissionen、のち Arbetsmarknadsstyrelsen: AMS）、社会福祉委
員会（Socialstyrelsen）、医療委員会（Medicinalstyrelsen）が共同で所管し、1950 年から










る。1985 年の制度改革当初、毎年の難民受け入れ数は 3000〜6000 人程度と推計されてい
た。中央受け入れ施設は 3 ヶ所用意し、約 60 のコミューンで受け入れる計画であった。ところ
が制度改革の実施とほぼ同時に庇護申請者が急増した。1985 年だけで庇護申請者は
15000 人近くに上り60、当初推計の 5 倍の受け入れ施設が必要となり、さらに多くのコミューン
に受け入れてもらう必要が出た[Borevi 2012: 51; Sarstrand Marekovic 2011: 175]。そして
移民庁は当初計画の 60 コミューン以外のコミューンに受け入れ要請を拡大し、1987 年には
すべてのコミューンに人口 1000 人あたり 2.9 人の難民を受け入れるよう要請した[SOU 
2003:75, 198]。これが後に「全スウェーデン戦略 Hela-Sverige-Strategin」と呼ばれること






コミューン（人） 数 割合(%) 協定上の人数 実際の人数 
1985 137 48 8737 14232 103 
1986 197 69 12400 14838 75 
1987 245 86 14282 18686 76 
1988 265 93 16934 17889 68 
1989 276 97 18297 21143 77 
1990 280 98 22808 22237 79 
総数 285 100 93452 109025  




れに対する拒否を表明したことは、全国的なニュースとなった[岡澤 1991: 191]62。 
                                                            
60 主な出身国はイラン、イラクを中心とした第三世界の国ぐにであった[Sarstrand Marekovic 
2011:175]。 
61 監査院（Riksrevisionen）による表現とされる[Sarstrand Marekovic 2011:179]。 
62 シェーボ・コミューンは 2014 年国政選挙で反移民を掲げるスウェーデン民主党が全国で最
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 「全スウェーデン戦略」は緊急の対応であったが、第 1 章でも述べた通り、3 万人近くにまで
















 まず、1974 年報告書から 10 年後の 1984 年、移民政策調査委員会（Invandrarpolitiska 
kommittén: IPOK）が 1975 年以降のスウェーデンにおける「移民・マイノリティ政策」を包括
的に見直した調査報告書、『移民・マイノリティ政策』（SOU 1984: 58 Invandrar- och 
minoritetspolitiken）を提出した。また一方で、1978 年に設置された民族的偏見・差別に関
する調査委員会（Diskrimineringsutredningen：DU）も 1984 年に最終報告書を提出し
た。それらに基づき 1986 年、政府は「移民政策について」（Prop. 1985/86:98 om 
invandrarpolitiken）と題する決議を採択した。タイトルから「マイノリティ」という単語が取られ
たことにも表れる通り、〈移民〉はその文化を長期的に保持するために政府が取り組むべき、













的な合意が成立している共通価値である」ことが強調された[Prop. 1985/86:98, 20]。 









で、実際の制度は継続されたと述べる [Dahlström 2004; Borevi 2014: 714]。 
 同様の流れが、1990 年代末から 2000 年代末まで続く。1998 年、『スウェーデン、未来、多
様性：移民政策から統合政策へ』（Prop. 1997/98:16, Sverige, framtiden och 
mångfalden: Från invandrarpolitik till integrationspolitik）と題する政府決議が採択さ
れた。マイノリティに焦点を当てた政策からの転換は 1986 年からの継続で、その点では
1986 年法の延長だが、それを「移民政策から統合政策へ」としてパラダイム・シフトを打ち出し
たものである[Borevi 2012: 69]。この流れを強化するように 1998 年には統合庁が独立して





にあった大都市郊外は特にその影響を受けた[Prop. 1997/98:165, 8; 槌田 2013: 144]。そ
こで政府は「発展と公正：2000 年代に向けた大都市政策」(Prop. 1997/98:165 Utveckling 
och ra ̈ttvisa – en politik fo ̈r storstaden pa ̊ 2000-talet)を決議、2000〜2005 年には「大都
市プロジェクト Storstadssatsningen」と呼ばれる、三大都市とその郊外の計 7 コミューン64、
24 地区を対象に、セグリゲーション対策を行った。その目的は、第一に大都市地域
                                                            







いる現状を打破し、住民の生活水準の平等を促進することであった[Edström och Plisch 
2005: 8]。 
 そして「統合」「差別対策」については、1998 年に設置された統合庁が 2004〜2006 年に行
った、「権力、統合、構造的差別 Utredningen om makt, integration och strukturell 
diskriminering」という計 14 にも上る一連の統合・差別に関する調査がそれを代表する。そ
れらは、労働生活、市民生活、教育、メディア、政界、健康、宗教などあらゆる面に関する「構







な声から生まれたものである」[SOU 2006:79, 6-7]。そして、「統合から社会的結束 Social 
sammanhållning / Social cohesion へ」と唱い、「統合政策」の終了と、「統合庁」の廃止を提
言した。そして、統合庁は実際に、2007 年に廃止されることとなる。 
 
２−２−３ 「統合政策」から「新規移民の社会参入支援」へ：2010 年頃〜 
 そして 2009 年、「新規移民の労働市場参入支援：専門的支援を伴う個人の責任」（Prop. 
2009/10:60, Nyanlända invandrares arbetsmarknadsetablering -egen ansvar med 
professionellt stöd.）と題する決議が採択、2010 年には「特定の新規移民のための社会参入
支 援 プ ロ グ ラ ム に 関 す る 法 律 （ Lag om etableringsinsatser för vissa nyanlända 
invandrare (2010: 197)）」が制定され、2010 年には、2017 年現在に至る制度である「新規
移民の社会参入支援プログラム」が開始された。雇用仲介庁が主に所管し、コミューン・ランス
ティング・移民庁・社会保険庁などと連携して実施する。対象者は 20〜65 歳65の移入直後（在
留許可を得てから 2 ヶ月以内）の「新規移入者/新規移民 nyanlända (invandrare)」（難民・
庇護申請者とその家族）であり、それから最大 2 年間、生活費にあたる活動補償金
（ etableringsersättning ） を 国 の 支 給 に よ り 得 な が ら 、 ス ウ ェ ー デ ン 社 会 導 入 ク ラ ス
（samhällsorientering）への参加と、雇用仲介事務所と相談して設計するスウェーデン語学
                                                            
















                                                            
66 社会参入活動プラン作成期間中は 1 日あたり 231SEK（約 2880 円）、活動中は 1 日あたり









































































                                                            
67 1994 年に設立された起業支援を行う国有企業で、地域経済を活性化するため全国 16 地域に




援サービス、ソフトウェアを提供する[IFS ジャパン ウェブサイト 2018/08/05 アクセス]。 
69 2018 年 8 月時点ではシェフ、トラック運転手、医師・看護師・歯科医師・薬剤師、教員・
就学前学校教員、画家、社会科学者など。このプロジェクトは担当省庁、該当産業の労使、大
学などが協力して実施しているものであり、雇用仲介庁と関係団体間で協定が結ばれ実施され
る。2017 年 10 月までに 14 の業種で約 5300 人の新規移入者がファスト・トラックを利用し


























設置されたのは、1965 年、ストックホルムでのことである。それから 5 年の間に移民人
口の多いコミューンを中心にさらに 23 の同様の部局が創設され、1970 年時点でコミ
ューンもしくはその他機関の所管による地方移民相談窓口/移民局は計 24 ヶ所設置さ
れた。1970 年代初頭はさらに各地で設置が進み、1971-74 年の間にさらに 20 ヶ所創設
され、1974 年時点では全国 44 ヶ所に上っていたことが、移民調査委員会による 1974
年報告書で明らかにされている[SOU 1974:69, 415]。 
 
1965-74 年における地⽅移⺠相談窓⼝/移⺠局の新設数 
 65 年 66 年 67 年 68 年 69 年 70 年 71 年 72 年 73
年 
74 年 合計 
新設数 1 3 5 1 4 10 9 4 5 2 44 
[SOU 1974:69, 415] 


























[SOU 1974:69, 415]。 
	 1970 年代に入ると、それまで自治体がバラバラに対応していた状況を全国的に把握
しようとする調査が各種行われるようになった。移民調査委員会（IU）は 1970 年代初
頭にコミューンにおける移民支援組織を 3 回にわたって調査した。一つは 1970 年 52
のコミューンに対して行なったもの、二つめは 1972 年の移民相談窓口/移民局通訳サー
                                                            
71 複数窓口のあるコミューンはストックホルム（4）、セーデルハムン（2）、シグトゥンナ
（2）、ノールテリエ（2）、ナッカ（3）、フディンゲ（3）、ヨーテボリ（2）となっている。そ
の他コミューンは 1 ヶ所ずつである。1982 年時点で移民窓口職員全国組織（Riksförbundet 
för invandrarbyråpersonal: RIB）もあり、その代表はボートシュルカ移民窓口の代表であっ
た[Immigrant-institutet 1982: 69]（もう一つ移民相談窓口と関係する団体として全国通訳組
織 Svensk tolkförening: STOF がある。全国に 25 の支部があり、ST, SKTF の二つの労働組





	 1972 年度時点で、外国籍住民が 1000 人以上いるコミューンは 79 あった。また、同
年度で人口の 5%以上が外国人住民となったコミューンは 78 あった	 [SOU 1974:69, 
411]。これをもって移民調査委員会は 1974 年報告書で、「数が少なくても特別な社会的
対応が必要となる場合もあるが、一般的に言えば、全コミューンの 4 分の 1 ほどが移民
の社会的適応のための追加的な施策を必要としていると言える。（しかし 3 分の 2 ほど
の過疎地域のコミューンにおいては特に移民のための包括的なコミューン施策の必要
性は低い）」と述べる[SOU 1974:69, 411]。当時は外国籍住民の割合が 5%以上となると
非常に高い割合であると認識されていたことが伺える。 
 
成⼈外国住⺠の割合が 5%未満・以上のコミューンの数（1969 年 1 ⽉ 1 ⽇時点） 
 [SOU1974:69, 413] 
 
	 続いて比較的移民人口の多い約 100 コミューンのうち 40 ほどのコミューンが 10 年
の間に、個人的な相談や情報提供、教育、通訳サービスなどの移民ニーズに合わせた相
談・支援サービスを行い、これらのコミューンにおける移民相談窓口/移民局の設置が






                                                            
72 1968 年 12 月 31 日時点 
73 1967 年 11 月 1 日時点 
コミューン人口72 
成人外国住民の割合73 
合計 5%未満 5%以上 
9999 人以下 662 42 704 
10000〜19999 人 58 18 76 
20000〜49999 人 32 14 46 
50000 人以上 14 8 22 




















	 この提案に従ったコミューンは 20 に上る。1970 年 52 コミューンに対して調査を




特化したコミューン委員会を設置していた[SOU1974:69, 414]。 その後 1982 年時点










はい いいえ はい いいえ はい いいえ 
5 万人以上 13 9 12 7 7 13 
2 万人以上 5 万人未満 5 5 5 5 2 8 
1 万人以上 2 万人未満 4 5 1 8 4 5 
1 万人未満 0 10 1 9 0 10 
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は、諮問機関における移民代表は 1〜2 人が一般的であった[SOU1974:69, 414-5]。 
 
3-1-1-2 移民相談窓口/移民局の組織構造 
 サーシュトランド[2007] 、 サーシュトランド-マレコビク[2011]によれば、組織の形態につい












ボロース 1968 コミューン執行委員会 Dra ̈tselkammaren/Kommynstyrelsen 
ウプサラ 1968 コミューン執行委員会 Dra ̈tselkammaren 
1971 国際委員会／移民委員会 
Internationella na ̈mnden/Invandrarnämnden 
エスキルトゥ
ンナ 
1965 労働組合全国組織地方支部 FCO 
1967 移民問題に関する協働委員 Samarbetskommitte ́ 
1971 コミューン政府 Administrativa kontoret 




1970 労働者学習団体 ABF 
1976 移民委員会 Invandrarna ̈mnd 
マルメ 1966 （ルンド大学）スウェーデン語教育機関 Kursverksamheten 
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1968 スウェーデン語教育機関と社会福祉委員会  
1971 社会福祉委員会 Socialva ̊rdsstyrelsen 
1973 コミューン執行委員会 Kommunstyrelsen 
1978 移民委員会 Invandrarna ̈mnden 








全国組織地方支部（FCO: Fackliga centralorganisation、 今では LO 地方支部 LO-
distrikten、以下 FCO とする）が移民向けの施策を始める。当時の問題は、フィンランド移民
を中心として組合加入を拒否した移民が一部出たことであった。そこで、ABF（労働者学習団
体 Arbetarnas bildningsförbund）と協力して独自に情報提供・相談窓口を 1965 年に開始
した。当初は 1 週間に 4 時間窓口を開いたが、さまざまな相談が寄せられ、1966 年 6 月 10











[Sarstrand 2007: 54-56]。結果、実際の活動については FCO が引き続き担当するとして、
1967 年 5 月 29 日、エスキルトゥンナ・コミューン執行委員会は移民相談窓口設置を決定、窓













することで、この問題の重要性を示そうとした。議案は 1967 年 12 月 16 日に可決され、1968







で、11000 人が男性、5000 人が女性であった。一方、スウェーデン被服産業組合第 67 支部
（Svenska bekla ̈dnadsarbetareförbundet avdelning 67）ではそれとは異なり、約 3000 人
の女性組合員に対して 900 人の男性組合員となっていた [Berglund 2005, Sarstrand 
2007: 57 より]。しかしながら労働組合全体からすればこれは例外であり、女性組合員と女性
代表者の欠如は女性の声を反映することにも影響し、労働組合は外国人労働者のニーズを
汲み取るには至らなかった、と分析する[Sarstrand 2007: 57]。 















ための十分な資源がないと考えた。学生組合代表は 1968 年 2 月にウプサラ・コミューンに対
して移民向けの新たな支援の創設に関する要望書を送った。そして 1968 年 9 月、外国人セ
ンターが設置されてから 1 年後、移民のための情報窓口がスタートした。最初の活動に対する
批判を踏まえ、今度は情報提供・相談支援事業を中心的内容とした[Borevi 1992; Borevi 
1993, Sarstrand 2007: 58 より]。ウプサラはその他のコミューンとは異なり工業都市ではなく、
また移民人口もその他が 7-10％に対してウプサラは全国平均の 5%よりも低い 4%であった














年 9 月には「情報支援 informationshjälp」と称して正式に活動を始めた。この窓口は週に 3
回開いたが、訪問者は急速に集まった。そこではさまざまな問題に関する相談を行なったり各
種書類の記入を手伝ったりした。活動を始めた最初の半年は、内務省移民問題作業グルー
プからの財政支援を受けて行われた。1967 年 2 月、ルンド大学スウェーデン語教育機関はマ
ルメ・コミューンにおける情報サービスを運営するよう指名された。コミューンは場所賃貸料の
SEK 5,200 を代わりに負担し、さらに専門職員として社会福祉局からパートタイムの職員を雇








していた[Ja ̈rtelius 2000, Sarstrand 2007: 59 より]。マルメ市議会は社会福祉委員会
Socialvårdsstyrelsen に「関係する公的機関や諸団体と共にマルメ市内の外国住民の適応
問題に関する」作業を行うよう指名された。1967 年 12 月 6 日には議案作成に向けて「外国住
民の適応に関する作業グループ」が設置された。同時に調査も行われ、その結果、社会福祉
委員会は（ルンド大学）スウェーデン語教育機関と共に「マルメ市・外国籍住民のための情報
窓口」を設置すべきだと提案した。そして議案は 1968 年 7 月 1 日に可決され、「外国籍住民













 スタッフ数は当初、時には 1 人などという非常に小さな単位で始まり、徐々に規模を拡大して
いった。特に 1970 年代末にスタッフの数は拡大し、最大で約 10 名の無期雇用スタッフが雇
われた[Sarstrand Marekovic 2011: 116-120, 308]。スキルについては、ソーシャルワーク
分野での学位を持っていることが望まれたが、公式な資格要件はなく、その結果、スタッフの












Marekovic 2011: 120-130, 308]。 
 業務内容も当初はさまざまであった。情報提供、通訳・翻訳サービス、相談援助、スウェーデ
ン語教育の支援などすべてに関わった[Sarstrand Marekovic 2011: 131-152, 308]。しかし
ながら主な機能は、その他の機関へとつなげることであった。移民たちは移民相談窓口/移民
局に行くことで、その他の公的機関や組織とコンタクトを取る支援を受けることができた





なっていったものもある[Sarstrand Marekovic 2011: 131-152, 309]。 
 一方 1970 年代中頃から中央政府で多文化主義を採用したガイドラインが示され、平等、選
択の自由、協同の原則が打ち出されたことから、移民相談窓口/移民局の活動内容にも変化



















































































年度分は合計 500 万クローナの国庫補助金が計上されることとなった[SOU1974:69, 
430; Prop.1975:26, 31]。 
 一方、中央政府機関である移民庁とサブナショナル・レベルのその他機関とについても、


































8 コミューンのなかでは、1985 年から 2000 年代初頭の 20 年近くの間に責任担当部署が平









1985 年の改革が社会サービス法と関連づけられていたためである[Sarstrand Marekovic 
2011: 296]。また、難民受け入れ部署スタッフに求められる能力も変化した。移民相談窓口/
移民局で特に重視された能力は語学能力であったが、それよりも対象者の文化的背景を理解



























時期 所管 スタッフの能力 活動内容 対象者 
独立 福祉
部門 













   
1965-
75 
○   ○  ○ ○   ○  
1975-
85 
○   ○  ○   ○ ○ ○ 
1985-
95 
 ○ ○  ○  ○   ○  
1995-
2010 
 ○ ○  ○   ○  ○  
[Sarstrand Marekovic 2011: 300] 
 
 上記の通り 1985 年からのナショナル・レベルにおける難民受入れ制度改革によって、難民
の受け入れとイントロダクション・プログラムの提供という新たな業務がコミューンに与えられた
一方で、1960 年代末から 70 年代、そして 80 年代初頭までにコミューン・レベルで発展して
いった移民相談窓口/移民局は、1990 年代には閉鎖されていった。少なくともサーシュ
トランド-マレコビク[2011]が取り上げた 8 コミューンはすべて 1990 年代に閉鎖した

















目に値する。1994 年、国は市民センターにおける 5 年間の試験的取り組みに関する法案




 全国で最初に市民センターを立ち上げたのは 1987 年、ボートシュルカ・コミューンの
フィットヤ（Fittja）においててであった[Prop. 1993/94:187; Ds 1999:26]。当初の名称
は「サービス小屋 servicestuga」であり、1990 年代に「市民センター」へと改称した[2017 年







た本が、1979 年春から出版されるようになった76[Ds 1999:26, 12]。しかし、「文章によ
る情報は、例えば、情報窓口（informationsbyråer）、コミューン事務所（kommunkontor）、
移民相談窓口/移民局（invandrarbyråer）などにおける、口頭による情報でもって補完
されなければならない」[Ds 1999:26, 12]ことが、1979 年に提出された政府調査報告書
77でも主張された。 




                                                            
75 2017 年 8 月 17 日 11:00-12:20、市民センター職員 Hasse Jordan インタビュー、ボートシ
ュルカ市民センター・ハルンダにて。（本稿７−１−２参照） 
76 『スウェーデン社会ガイド Samhällsguiden』はその後 2017 年現在まで出版され続けてお
り、最新版は第 29 版である。 




Lokal Offentlig Service）が行われ、市民センターが立ち上げられるようになっていた。 




[岡澤 1992: 130-135]。このフリーコミューン実験に参加した自治体は当初 9 つのコミ
ューンと 3 つのランスティングであったが、1988 年までの予定であった実験は 1991












Servicesamverkan vid medborgarkontor』（Ds 1993:67）が提出された。本作業グルー
プは、「市民センターは、市民の公共サービスへのアクセスとサービスの質の向上を目
指す取り組みとして発展した。また過疎地域では、市民センターは公共サービスを維持
し発展させるための一つの方法であった」と見た [Prop. 1993/94:187, 18] 。その後、





調査結果を書籍にまとめて出版し、1997 年にその活動を終えた[Ds 1999:26, 18]。 
	 1997 年 7 月時点では、112 のコミューンで何かしらの形で市民センターが議題に乗ってい































































が見送られた[SOU 1995:75, 164]。その 10 年後にも、呼びよせに際して家族の扶養義
務を導入するかどうかで議論が起きた時、それはスウェーデン福祉国家の普遍主義原




か預金なしで、スウェーデン人と同じ条件」であった[Hammar 1985: 36]。 
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	 もう少し具体的な例を、移民庁が 1983 年に出版した移民向けのスウェーデン社会
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受給可能である [SIV 1983:110-112] 。また、子どもの出産・育児に際してさまざま
な手当が親保険から支給される。子どもの誕生に際して 180 日間受給できる親手当





一時的親手当（Föräldrapenning för tillfällig vård av barn）がある。これらはすべ
て、直前の 180 日間社会保険に加入していれば、受給する権利がある[SIV 1983:110-
112]。つまり、在留期間が 6 ヶ月以上であればその他市民と同様受給できる。 


























                                                            
82 2017 年現在では、所得比例年金と積立年金を合わせた年金額が一定水準に満たない者に対して支給さ




図表 1: 移⺠統合政策の具体的事業 
事業 開始年 終了年 
スウェーデン語教育 1965 現存 
移民向け情報提供（書籍） 1965 現存83) 
移民向け情報提供（新聞） 1968 現存84) 
民族団体・宗教団体への助成金 1966 現存 
文化活動への助成金 1967 現存 
移民向け労働市場参入支援 1967 現存 
通訳サービス 1968 現存 
母国語教育 1971 現存 
移民向けの成人教育 1974 現存 
コミューン選挙の選挙権・被選挙権 1976 現存 
スウェーデン語以外の言語による新聞・雑誌への助成金 1977 1986 
[Dahlström 2004: 302; Dahlström 2003: 48 を一部掲載] 
 


















84 1998 年まで移民庁が発行していたが、現在ではコーポラティブ団体である「自由新聞 Fria 
tindning」グループが運営している。『セサム Sesam』『平易なスウェーデン語新聞












（Frikyrkliga studieförbundet: FS）、禁酒運動学習団体（Nykterhetsrörelsens 
bildningsverksamhet: NBV）、キリスト教女子/男子青年会（Kristliga förbundet av 
unga kvinnor/män: KFUK/M）、学習促進連盟（Studiefrämjandet: Sfr）、市民学校
（ Studieförbundet Medborgarskolan: Mbsk ）、 成 人 学 校 （ Studieförbundet 
Vuxenskolan: SV）、全国教会学習連盟（Sveriges kyrkliga studieförbund: SKS）、公務
員教育連盟（Tjänstemännens bildningsverksamhet: TBV） 86である [Immigrant-
institutet 1982:162] 。制度導入から 1982 年までに合計約 9 億 SEK の国費が投入された
[Widgren 1982: 57]。 
	 一方、成人移民のためのスウェーデン語教育でより大きな部分を占めたのは、職業訓
練（Arbetsmarknadsutbildningen: AMU）の枠組みで職業訓練センタ （ーAMU-center）
で提供されるスウェーデン語のインテンシブ・コースであった[Widgren 1982: 58; SOU 
2003:77,62]。これは 1969 年度まで、最低 1 日 5 時間・5 週間のプログラムであった
が、1970 年 7 月 1 日からは最大 240 時間まで延長されることとなった[SOU 1971:51]。
そして 1972 年の政府決定によって 1973 年 1 月 1 日から、最大 240 時間のスウェーデ
ン語学習期間の給与を企業が保障することが義務付けられた。給与保障付きのスウェー
デン語学習機会について、移民労働者は雇用されてから 60 日以内から 2 年の間に利用
できることを経営者は移民労働者に伝えなければならず、また学習機会を利用した移民
労働者の雇用を保障することも義務付けられた[Widgren 1982: 58]。 
	 しかしこの政策は世界的にも注目された一方で、移民労働者の雇用を保障しながらス
ウェーデン語学習機会を提供するという当初目的の実現には至らなかった。1970 年代
                                                            









1982: 58; SIV 1983: 42]。また、学習サークルによるスウェーデン語教育についても、
コミューンの所管によって教育計画やスウェーデン語教師の雇用条件をより良く規制
することの必要性が議論されるようになった[Widgren 1982: 59]。 
	 そこで、新たなスウェーデン語教育制度を検討するため、1978 年には LO・TCO・
SAF のイニシアティブにより、移民のためのスウェーデン語教育に関する議会内委員










合され、コミューンの責任で提供されることとなった[SOU 2003:77, 64]。そして 1994
年から「移民のためのスウェーデン語教育に関する政令（Förordning (1994:895) om 





おり、1977 年より「成人のための基礎教育（Grundutbildning för vuxna: ”grundvux”）




示されたが、実際に開始されたのは 1971 年だった[Widgren 1982: 62]。そして 1977 年
には母国語教育改革が実施され、同年、学校において児童に母国語学習権が付与された。
                                                            










ガルになる機会を提供することであり、またスウェーデンは 2 つ以上の言語を話し 2 つ
以上の文化に馴染んだ人びとを必要としているからでもある」 [SIV 1983: 89-90] 。 
	 母国語教育改革が実施された 1977 年、公共図書館が外国語の書物を購入する場合に
は国庫から補助金が支給されることになった。続いてその他の措置として、書籍の購入
やラジオ・テレビプログラム、スウェーデン語以外の言語による文学作品など、「言語
的 少 数 者 」 の た め の 文 化 活 動 に 対 す る 多 様 な 形 の 支 援 が 導 入 さ れ た





まり、1970 年代から 1990 年代末まで続いた。 
	 まず書籍に関しては、1965 年に最初の移民のためのスウェーデン社会導入書『新た
にスウェーデンにやってきた人へ：公的機関の案内と外国籍住民の権利と義務 Ny i 
Sverige : handbok för myndigheter och enskilda om utlänningars rättigheter och 
skyldigheter』がスウェーデン・インスティテュートにより 21 言語で出版された[Libris
検索より ]。ここでは移民の基本的な権利と義務が記された [Hammar 1985: 33; 
Dahlström 2004: 301]。1969 年からは同様のものを移民庁（SIV）が 10 言語で発行し
た。スウェーデン社会における生活を体系的に解説したものとしてはその次に 1983 年
発行の『スウェーデン：移民のためのスウェーデン社会導入書 Sverige : en 
samhällsorientering för invandrare』があり、同書は 1987 年に第 2 版が出版されてい
る。これらはスウェーデンで生活する際に関わることになる公的サービス全般について






た統合庁により 2003 年に出版された『スウェーデン：ポケットガイド Sverige: : en 
pocketguide』がある。その後 2000 年に旧移民庁 SIV が現移民庁 Migrationsverket へ
と改称され 2007 年に統合庁も吸収された後は中央省庁によるスウェーデン社会導入書
の出版は見られない。現在ではヨーテボリ市とヴェストラ・ヨータランド・レーン府が
共同で作成した『スウェーデンに関する本 Om Sverige』（全 12 言語）が多くの自治体
で移民向けの書籍として発信されている。これが事実上、公的機関による最新の体系的
な書籍となっていると言える。 




（1967-1988 年）、ギリシャ語（1967-1995 年）、イタリア語（1967-1988 年）、セルビ
ア・クロアチア語（1967-1998 年）である。続いて、簡単なスウェーデン語（1971-
1998 年）、スペイン語（1979-1998 年）、フランス語（1979-1998 年）、トルコ語
（1979-1990 年）、アラビア語（1979-1998 年）、ポーランド語（1979-1998 年）、英語
（1979-1998 年）、ペルシャ語（1986-1998 年）、ティグリニャ語（1985 年, 1987 年）
アルバニア語（1992-1995 年）の順で発行された[Libris 検索より]。言語により週
刊・月刊の違いがあり、1983 年時点では週刊のものが 7 言語、月刊のものが 5 言語で
あった [SIV 1983: 46]。最も長いもの（セルビア・クロアチア語、ギリシャ語、フィ
ンランド語、簡単なスウェーデン語）は約 30 年にわたって発行が続けられた。 
	 また、移民庁は雑誌も発行し、1972〜1994 年の 23 年間、50 頁程度の雑誌『新た





書において、「通訳サービスと情報アクセスの権利 Rätten till tolk och information」
と題して「公的機関は、スウェーデン語を解しない人も含めたすべての人が公的情報















して、移民の投票率は 53.4％、1982 年の第 3 回では全有権者 89.6%、移民 52.2%で
あった[SIV 1984; SOU 1984: 58, 87]。 
 










ることを保障しようとする[Borevi 2012: 89]。 















1945 年 1937 年外国人法の改正。新法は 2 年の時限法であったが、その後 4 回にわたって
延長された。1937 年の制限的内容とほぼ同じ[Byström& Frohnert 2013:170]。 
1949 年 外国人問題委員会（Utla ̈nningskommiteé）の設置 
1954 年 新外国人法制定。外国人の権利が強化された。初めて難民の亡命する権利が規定
された。無期限の居住許可（Bosättningstillstånd）が導入された。 




















1967 年 コ ミ ュ ー ン レ ベ ル で の 最 初 の 移 民 相 談 窓 口 ／ 移 民 局 （ kommunala 
invandrarbyrån）開設 
1967 年 国家資金による移民向け新聞（Invandrartidningen）の配布始まる。1988 年時点
の言語数は簡単なスウェーデン語を含む 10 言語、内容はスウェーデンにおける権
利・義務・改革や国内の一般ニュースと国際ニュースなど。 
1967 年 スウェーデン-フィンランド教育協議会（Svensk-finska utbildningsrådet）設立 
1967 年 外国人調査委員会が報告書（SOU 1967; 18 Invandringen. Problematik och 
handläggning）を提出 










1969 年 1968 年ガイドラインに合わせて改正した外国人及び市民権関連法の施行：居住許




3 年(従来は 5 年)でスウェーデン国籍取得の申請ができることに 
1969 年 中央政府の移民担当機関として移民庁（Statens invandrarverk: SIV）設立。
（1944 年創設の外国人庁（Statens utlänningskomission）から改称。のち 2000
年には移民庁（Migrationsverket）へ。1998 年統合庁（Integrationsverket）が独
立 し て 設 立 さ れ た が 2007 年 に 当 時 の 穏 健 党 政 権 に よ り 閉 鎖 さ れ 移 民 庁
（Migrationsverket）へ戻された。） 
1970 年 あらゆる形態の民族差別の撤廃を求めた 1965 年国連決議を批准。同年「民族集団
に対する憎悪表現」や「不当な差別」を禁じる条項を刑法に導入 
1971 年 行政機関は必要な際に通訳を雇えることとする条項を行政法に導入 
1972 年 労働移民募集の停止 
1973 年 外国人労働者は年間で最高 240 時間、スウェーデン語学習のための有給休暇をと
れるように 
1974 年 移民調査員会が最終報告書（SOU 1974: 69 och 70, Invandrarutredningen: 
Invandrarna och minoriteterna）を提出 
1975 年 議会は移民及び少数民族政策に関するガイドライン（Prop. 1975/76:26. Om 







のための SIV の財源拡充 
−通訳・翻訳人の国家資格を創設 
−公立図書館における少数言語図書購入のための補助 





場一致で採択、翌年 1976 年 12 月 1 日実施 
1976 年 外国人の基本的自由と権利が基本法に規定された。「民族的・言語的・宗教的少数
者が自己の文化的・社会的生活を維持し発展させる権利は、統治法に従って擁護・
促進されなければならない」（1974 年法を 76 年改正、Regeringsform Ch.2: 1） 










                                                            




欧諸国以外の出身者は 7 年から 5 年に、北欧諸国出身者は 3 年から 2 年に。
（→2015 年現在まで同じ。北欧諸国出身者は 5 年経てば（以前は７年）帰化可能
に。） 

















1979 年 スウェーデン国籍法（Lagen om svenskt medborgarskap）改正。スウェーデン女
性と外国人男性の間に出来た子どもは両親が結婚しているかどうかに関係なく、誕
生時点で例外なくスウェーデン国籍になった。 
1980 年 新しい外国人法が外国人法調査委員会の提案(SOU 1979:64)を基礎に採択され
る。最も重要な変更点は滞在許可は入国以前に取得しなければならないという原則
が採択されたこと。ただし難民とその家族は例外とされた。 
1980 年 移民政策委員会（Invandrarpolitiska kommitte ́n: IPOK）が移民受け入れに関
わる問題と国内の移民の状況を調査することを目的に議会内に設置。同委員会は 1
方で 1968 年ガイドラインの入国制限方針を見直すと同時に、もう一方で 1975 年ガ
イドラインに基づく国内の移民・少数民族のための施策を再検討した。 
1983 年 国際人口移動と民族間関係研究センターがストックホルム大学に創設される 
（ Centrum för forskning om internationell migration och etniska 
relationer:CEIFO）。EIFO と DU から研究者が集まり創設(Tomas Hammar, 
Yngve Lithman, Charles Westin ら) 
1984 年 民族差別に関する調査委員会が最終報告書を提出。 
1985 年 難民受け入れ制度改革の実施 
1985 年 移民政策に関する決議（Om invandrarpolitiken）で多文化主義の方針を見直す
（Prop. 1985/86:98） 
1986 年 反民族差別法（Lag mot etnisk diskriminering） (1986 年 6 月 5 日公布) 
→民族差別オンブズマン制度導入 
1986 年 スウェーデン語教育が 240 時間から 500 時間（うち 300 時間の専門スウェーデン語
コース）に増やされ、その分の資金は経営者ではなくコミューンに。 
                                                            
89 Erland Bergman (1982)"A Swedish Dilemma -Ethnic Conflicts in Sweden", Svenska 
Institutet, Current Sweden, no. 297, December1982, p.2 
90 3 年以上所得を得たすべての永住権取得者は国民年金と付加年金の受給権が関連づけられ




1998 年 スウェーデン、未来、多様性：移民政策から統合政策へ（Prop. 1997/98:16. 
Sverige, framtiden och mångfalden: Från invandrarpolitik till 
integrationspolitik.）：「移民政策から統合政策へ」としてパラダイム・シフト 
1998 年 「発展と公正：2000 年代に向けた大都市政策」(Prop. 1997/98:165 Utveckling 
och ra ̈ttvisa – en politik för storstaden på 2000-talet) 
1998 年 統合庁（Integrationsverket）の設置 
2001 年 国籍法改正：二重国籍可能に 
2006 年 単独未成年難民の住居を提供する責任が移民庁からコミューンに 
2006 年 「権力、統合、構造的差別（Utredningen om makt, integration och strukturell 
diskriminering）」に関する最終調査報告書 
2007 年 統合庁の廃止 
2009 年 「 新 規 移 民 の 労 働 市 場 参 入 支 援 ： 専 門 的 支 援 を 伴 う 個 人 の 責 任 」 （ Prop. 
2009/10:60, Nyanlända invandrares arbetsmarknadsetablering -egen 
ansvar med professionellt stöd.）決議の採択 
2010 年 「特定の新規移民のための社会参入支援プログラムに関する法律（Lag om 
etableringsinsatser för vissa nyanlända invandrare (2010: 197)）」の制定 
2010 年 新規移民の社会参入支援プログラム参加者へのスウェーデン社会導入クラス受講
義務化。また全コミューンはこれを提供する義務を負うことに。（Förordning 
(2010:1138) om samhällsorientering för vissa nyanlända invandrare） 
2013 年 「特定の新規移民のためのスウェーデン社会導入クラスに関する法律（Lag 
(2013:156) om samhällsorientering för vissa nyanlända invandrare）」の制定 
[Arbetsmarknadsdepartementet 1988:135-143 に加筆修正] 
 




























                                                            
91 本章は拙著（2016）「スウェーデンにおける移民統合政策の起点 −1960 年代末から 70 年代
中期の整備過程と背景要因−」早稲田大学社会科学研究科編『ソシオサイエンス』vol.22, pp.1-
16 の「1960-70 年代に移民統合政策が始められた背景要因」以降を加筆修正したものである。 





















（Diskrimineringsutredningen：DU）の代表として反民族差別法（Lag 1986:442 mot 











からあり 2001 年選挙で議会の中枢勢力にまで伸びた一方、スウェーデンでは 1991〜
94 年を除き 2010 年までは国政レベルで反移民政党はなかったということである、と









































 当時最大の集団はフィンランド移民であり、1947 年には全外国人労働者のうちの 10%であ






& Ohlsson 1994: 66]。かれらの多くはスウェーデンで拡大していたエンジニア産業に従事す
る特殊技能労働者であり、その他にはレストラン産業を中心としたサービス業[Norberg 1993: 












る[Johansson 2013: 240; Borevi 2012:37; Hammar 1991: 184]。そして LO は外国人労






Ohlsson 1994: 103-107]。 










[Hammar 1991: 183-184]。 
 一方、ナショナル・レベルでの労働組合の影響力の強さが〈移民〉包摂への転換に影響を与
えただけでなく、サブナショナル・レベルでの移民相談窓口/移民局設置に最初に動いたのも、
重工業中心の地域では労働組合であったことは、第 3 章で述べたとおりである。 
 スウェーデンにおける労使関係は、高い労働組合組織率、集権化された労使団体と、労使









５−２ 合意形成型政治  
 労働組合が移民の国内での平等な待遇を進めるのに決定的な役割を果たした一方で、多
文化主義への転換については移民当事者による影響力が大きいと言われる[Hammar 1985: 
49, Wickström 2013]。第二次世界大戦中・直後期の 1930-40 年代の移入者やそれ以前か
らの少数民族集団であるフィンランド人、エストニア人、ユダヤ人、サーミ人などの民族団体や
活動家が、その主体であった。 





















イナンス（Sven Reinans）が 1970 年から、フィンランド系のスーロ・ホービネン（Sulo 
Huovinen）が 1973 年から委員として参加した[Sainsbury 2012: 217-218; SOU 1974: 35-
36]。移民の選挙権に関する調査委員会にも 2 人の移民の背景をもつメンバー（一人は Sven 





 移民団体については、特に 1960〜70 年代に、地方レベルでも国レベルでも多く創設され、
1983 年時点では全国で合計約 1000 に上っていたことが、移民向けに発行されるスウェーデ
ン社会導入書で紹介されている[SIV 1983: 32]。地方の移民団体は地方の移民向け施策に
も影響力を及ぼし、陳情や手紙などを通して、彼らの言語での情報提供や彼らの団体への補
助金を要求したことも紹介される[SIV 1983: 32]。移民団体の例としては、例えば 1973 年に
設立された全国的な移民の利益団体である「移民全国組織 Immigranternas Riksförbund」
95に加盟する団体だけでも 1982 年時点で 30 あり[Immigrant-institutet 1982: 86-87]、こ
の「移民全国組織」や「移民研究所 Immigrant-institutet」を含む移民の全国的組織は合計
47 ある[Immigrant-institutet 1982: 88-90]96。また、地方の移民団体でいうと、同じく 1982
年時点で合計 547、地域別の内訳では、ストックホルム市で 117、ストックホルム県（ストックホ
ルム市を除く）で 198、ヨーテボリ市で 116、ヨーテボリ県（ヨーテボリ市を除く）・ボーフス県で
16、マルメ市で 29、ルンド市で 14、マルメフス県（ヘルシンボリ、ランスクローナなど）で 35、ク
リファンスタッド県で 12、ボロース市で 10 あった [Immigrant-institutet 1982: 91-111]。こ
れら移民団体が圧力団体・スポークスマンとなっただけでなく、反対に、会議などにかれらを招
                                                            


















 セインズベリー[2012: 235]が指摘したように、1960 年代、〈移民〉の「適応」が議題として上
がるとすぐに公的責任での対応の重要性が強調され、1968 年ガイドラインでは外国人・移民







































５−４  国際環境とリーダーシップ 




1965-67 年に通信大臣、 1967-69 年に文部大臣、そして 1969-76 年にエランデル首相の後
を継いで１度目の首相を務めた。ヴィックストレム[2013: 120]は 1960 年代中頃以降、統合政
策に関して論争が巻き起こっていた時、紛糾する議論に風穴を開けたのは 1965 年クリスマス、

















  98 
第二部 














	 スウェーデンには合計 290 の基礎自治体（kommun, 以下コミューンとする）があ
る。それら地域を分類する方法の一つとして経済・地域発展庁（Tillva ̈xtverket）は、
「機能的分析地域（Funktionell Analysregion, 以下 FA 地域とする）」という単位を用
いている97。これは、コミューンを基礎単位としながらも「過度な通勤距離を伴うこと
なく住み・働くことのできる範囲」、つまり通勤圏もしくは労働市場圏を一つの地域と
してまとめたものである[SCB 2010: 19-20; Tillväxtanalys 2015]。労働市場は時代に応
じて変化するため 10 年ごとに見直されており、2005〜2015 年が一つの時期であり、
その間、全国には 72 の FA 地域があった98。SCB[2010]はこの 72 地域をさらに、①大
                                                            
97 これと同様に行政的な地域分類ではなく機能的な地域分類として、統計局が作成する「地方





技術発展庁（Närings- och teknikutvecklingsverket: Nutek）が 90 年代から作成を始めた）、




98 10 年ごとに見直されており最近では 2015 年に見直され、72 から 60 となった。2025 年ま
ではこの分類が使われることになる。本稿で用いる調査報告書は 2010 年出版のものであり、
修正前の 72 のものである。しかし、2010 年時点の FA 地域（FA05）から 2015 年に改正され
た新たな FA 地域（FA15）とでは、いくつかの FA 地域の合併や若干のコミューンの所属 FA










基づき行われている [SCB 2010:151] 。 
	 大都市に含まれる FA 地域は、ストックホルム、マルメ、ヨーテボリの三つのみであ
る。ストックホルム FA 地域に含まれるコミューンはストックホルム・コミューン（ス
トックホルム市）100とその周辺コミューン計 36101、マルメ FA 地域に含まれるコミュ
ーンはマルメ・コミューン（マルメ市）とその周辺コミューン計 28102、ヨーテボリ FA
                                                            
ンの属するヨーテボリ FA 地域は、含まれるコミューンの数は FA05 でも FA15 でも全 20 であ
り、このうち FA05 で含まれていたエッスンガ（Essunga）コミューンが FA5 では隣接するリ
ンシェーピン-ヨーテネ（Lidköping-Götene）FA 地域へ移行し、旧ハルムスタッド
（Halmstad）FA 地域に含まれていたファルケンベリ（Falkenberg）コミューンがヨーテボリ
FA 地域に移行するという 2 コミューンの移行があった。また、ボートシュルカ・コミューン
の属するストックホルム FA 地域に含まれるコミューンは FA05 の全 36 から FA15 ではフレン
（Flen）コミューンが一つ加わって全 37 となった。大規模地域の一つめの事例で取り上げる
ヴェクショー・コミューンはヴェクショーFA 地域に含まれ、FA05 と FA15 との間で変化はな
い。一方大規模地域の二つめの事例で取り上げるカールスクローナ・コミューンは、FA05 か




ェレ FA 地域がなくなり、アリエプルグ・コミューンとともにアリエプルグ FA 地域に含まれ
ることになった[Tillväxtanalys 2015]。しかしながら以上のような若干の変更があるのみで、
FA05 に基づく SCB (2010)における①大都市、②大規模地域、③中規模地域、④小規模地域の
地域分類は、FA15 への改正後も基本的には変わらず有効であると言える。 
99 本来経済・地域発展庁は①大都市、②大規模地域、③中規模地域、④小規模地域−民間雇
用、⑤小規模地域−公的雇用の 5 分類にしているが、本レポートでは最後の 2 つをまとめて 4
分類としている。 [SCB 2010:151] 







101 全コミューンは以下。Botkyrka, Danderyd, Ekerö, Enköping, Gnesta, Haninge, Heby, 
Huddinge, Håbo, Järfälla, Knivsta, Lidingö, Nacka, Norrtälje, Nykvarn, Nynäshamn, Salem, 
Sigtuna, Sollentuna, Solna, Stockholm, Strängnäs, Sundbyberg, Södertälje, Tierp, Trosa, 
Tyresö, Täby, Upplands-Bro, Upplands Väsby, Uppsala,, Vallentuna, Vaxholm, Värmdö, 
Österåker, Östhammar 
102全コミューンは以下。Bjuv, Burlöv, Båstad, Eslöv, Helsingborg, Höganäs, Hörby, Höör, 
Klippan, Kävlinge, Landskrona, Lomma, Lund, Malmö, Perstorp, Simrishamn, Sjöbo, 
Skurup, Staffanstorp, Svalöv, Svedala, Tomelilla, Trelleborg, Vellinge, Ystad, Åstorp, 
Ängelholm, Örkelljunga 
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 101 
地域に含まれるコミューンはヨーテボリ・コミューン（ヨーテボリ市）とその周辺コミ















	 大規模地域に含まれる FA 地域は計 19 あり、南部・中部では大都市近郊内陸部の都
市が、北部では最大の都市がそのなかに含まれている104。それぞれに含まれるコミュ
ーンは 5〜6 である。次章では大規模地域の事例として 7-2-1 ヴェクショー・コミュー
ン、7-2-2 カールスクローナ・コミューン105を取り上げる。大規模地域の事例コミュ
ーンは地図に表すとつぎの位置にある。 
                                                            
103 全コミューンは以下。Ale, Alingsås, Bollebygd, Essunga, Göteborg, Herrljunga, Härryda, 
Kungsbacka, Kungälv, Lerum, Lilla Edet, Mark, Mölndal, Orust, Partille, Stenungsund, 
Tjörn, Varberg, Vårgårda, Öckerö 
104 最も大きな範囲の地域分類で、スウェーデン全土を北部（Norrland）、中部（Svealand）、
南部（Götaland）の 3 つに分類する地理的分類である。 
105 FA05 ではブレキンゲ FA 地域だが、FA15 では名称が変更しカールスクローナ FA 地域と
なっている。 
ヨーテボリ FA 地域 
ヨーテボリ市 
ストックホルム FA 地域 
ボートシュルカ・コミューン 
 [SCB 2010:41] 
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ブレキンゲ FA 地域 
カールスクローナ・コミューン 
 [SCB 2010:95] 
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	 	 小規模地域に含まれる FA 地域は計 30 あるが、南部には一つしかなく、ほとんど



















                                                            
106 FA05 ではソーシェレ・コミューン単独でソーシェレ FA 地域とされていたが FA15 ではア
リエプルグ・コミューンとともにアリエプルグ FA 地域とされている。 
[SCB 2010:119] 
 
アリエプルグ FA 地域 
アリエプルグ・コミューン 
ありえ 
ソーシェレ FA 地域 
ソーシェレ・コミューン 
ありえ 
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都市 FA 地域内での差についても言及する。（1）〜（5）は SCB[2010]に基づき記述









	 まず外国出身者の割合を地域分類別に見ると、2008 年時点で大都市では 18%、大







 北欧 欧州 欧州以外 合計 総数 
大都市 18% 37% 46% 100% 788,948 
大規模地域 23% 35% 42% 100% 374,962 
中規模地域 29% 38% 33% 100% 82,716 
小規模地域 54% 23% 23% 100% 34,955 
国 21% 36% 43% 100% 1,281,581 
[SCB 2010:25] 
 
                                                            
107 本節は 2017 年 6 月 4 日に日本地方政治・日本地域政治学会にて行った報告「スウェーデン
における移民統合政策−地方自治体の取り組みを例に−」を加筆修正したものである。 
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身者で 42%、次に欧州出身者 35%、北欧出身者は 23%となっている。中規模地域では










 0-4 年 5-9 年 10-19 年 20 年以上 総数 
大都市 23% 12% 25% 40% 約 78.9 万 
大規模地域 25% 12% 25% 38% 約 37.5 万 
中規模地域 26% 11% 24% 39% 約 8.2 万 
小規模地域 29% 11% 13% 48% 約 3.5 万 





















上左グラフ：⼤都市 上右グラフ：⼤規模地域 下左グラフ：中規模地域 下右グラフ：⼩規模地域 
各グラフの 4 つの縦軸のうち左から義務教育修了・中等教育修了・⾼等教育以上・不明 
各縦軸の 2 本の縦棒は左（濃⾊）国内出⾝者、右（薄⾊）外国出⾝者 
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地域分類別 出⾝国・地域ごとの教育⽔準 
 義務教育以下 中等教育 高等教育以上 不明 合計 総数 
大都市 
国内 12% 43% 44% 0% 100% 約 185.2 万 
北欧 20% 40% 34% 6% 100% 約 9 万 
欧州 18% 36% 36% 9% 100% 約 19.7 万 
欧州以外 21% 33% 39% 7% 100% 約 26.3 万 
大規模地域 
国内 15% 51% 33% 0% 100% 約 152.7 万 
北欧 25% 48% 24% 3% 100% 約 5.2 万 
欧州 19% 43% 33% 6% 100% 約 8.4 万 
欧州以外 26% 31% 35% 8% 100% 約 10.2 万 
中規模地域 
国内 17% 56% 27% 0% 100% 約 45.3 万 
北欧 25% 48% 22% 5% 100% 約 1.4 万 
欧州 18% 44% 31% 7% 100% 約 2.0 万 
欧州以外 28% 34% 30% 8% 100% 約 1.7 万 
小規模地域 
国内 18% 61% 21% 0% 100% 約 15.6 万 
北欧 26% 48% 18% 8% 100% 約 1.1 万 
欧州 14% 36% 37% 13% 100% 約 0.5 万 






















地域分類別 国内／外国出⾝者, ⼥性／男性の就業率 
 国内出身者 外国出身者 差の割合 












大都市 81% 83% 55% 61% 26% 23% -6% -2% 
大規模地域 79% 83% 52% 59% 27% 25% -7% -4% 
中規模地域 80% 85% 57% 65% 23% 20% -8% -5% 
小規模地域 78% 81% 53% 53% 25% 28% 0% -3% 
































	 2008 年における 20-64 歳の中位所得は年 206,200 スウェーデン・クローナ（以下


































⼤都市 FA 地域内の違い 
























































[SCB 2010 より筆者作成] 
 
 上記の表からは、二つのことが言える。まず、三大都市の間での違いについては、外国出身
者の割合・欧州以外出身者の割合はストックホルム FA 地域が最も高く、マルメ FA 地域はそ
れぞれ二番目と三番目である一方で、就業率と所得の外国出身者と国内出身者との差では、
どちらもマルメ FA 地域が最も大きい。次に、各 FA 地域内での違いについては、外国出身者
の割合、欧州以外出身者の割合、外国出身者の国内出身者との就業率の差、外国出身者の
国内出身者との所得の差、いずれにしても、ストックホルム FA 地域内ではストックホルム市郊











傾向ついては第 8 章の事例の分析でも述べる。 
 




大都市 大規模地域 中規模地域 小規模地域 合計 総数 
大都市  
国内 − 76 19 5 100 40776 
北欧 − 70 19 12 100 1086 
欧州 − 78 18 5 100 2465 
欧州以外 − 82 14 4 100 5149 
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大規模地域  
国内 70 − 22 8 100 53040 
北欧 59 − 21 20 100 1220 
欧州 75 − 18 6 100 3555 
欧州以外 83 − 13 4 100 7195 
中規模地域  
国内 38 55 − 6 100 23714 
北欧 32 53 − 15 100 538 
欧州 39 56 − 5 100 1326 
欧州以外 37 57 − 5 100 2817 
小規模地域  
国内 23 59 18 − 100 9878 
北欧 23 61 16 − 100 394 
欧州 25 54 21 − 100 637 
欧州以外 30 57 13 − 100 1137 












大規模地域 11 のうちクリファンスタッド FA 地域に含まれるコミューンが 5 つ、ブレキンゲ FA
地域に含まれるコミューン 2 つ、その他ボロース、エーレブロ、ファールン、ヴェクショーFA 地
域に含まれるコミューンが 1 つずつ、また中規模地域 2 つにはエールムート FA 地域とヴェト
ランダ FA 地域があるが、エーレブロとファールンを除き、すべて南部の地域である。 
                                                            
108 地域分類の傾向を把握するため全 290 コミューンの 1 割程度を「上位」として抽出した。 
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[Valmyndigheten 2010/09/23 より筆者作成] 
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[Valmyndigheten 2010/09/23; SCB 2010 より筆者作成] 
 
	 これを 2017 年時点でもっとも最近行われた選挙結果で見ても、同じ傾向が見られ
る。 
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[Valmyndigheten 2014/09/19 より筆者作成] 
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ラ・ヨータランド地方版である「スコーネの動向 Ska ̊nska trender 2001–2015」、「西スウェー
デンの動向 Va ̈stsvenska trender 1998–2016」において、地方／コミューンで最も重要な政
策課題はどれだと思うかという調査が行われている[Bergström och Ohlsson 2017; 




れた 1998 年から一貫して「医療」である（2016 年は 38%の回答率）。二番目は、2007 年か





が入ってきており、2015 年から「高齢者問題」を超えて三番目となっている（2016 年 21%）
[Bergström och Ohlsson 2017: 16-17]。 
 一方、スコーネ地方では、調査開始年が 2004 年からと遅く、調査実施年も毎年ではなく
2004, 2006, 2008, 2011, 2015 年と間が空いているが、同様の質問を行なっている。まず、
地方の最も重要な政策課題については、2004〜2011 年までは西スウェーデンと同様「医療」
であったが、2015 年では「統合／移民」問題が最多となっており、またその回答率も高い
（2015 年 43%）。そして居住するコミューンの最も重要な政策課題についても、2011 年まで
は「学校／教育」が最多で二番目は「医療」であったが、2015 年は「統合／移民」問題が最多

















かし、大都市 FA 地域間で見るとマルメ FA 地域でその差が最も大きく、各 FA 地域内
で見ると、ストックホルム FA 地域内ではストックホルム市郊外のコミューンとそれ以外とで、マ
























末の人口 55 万 6640 人：全国で 2／290 位、同人口密度 1242.8 人／㎢：全国で 8／290
位）と、ボートシュルカ・コミューン（人口 9 万 67 人：21／290 位、人口密度 467.0
人／㎢：全国 18／290 位）、大規模地域の例としてヴェクショー・コミューン（同 8 万
9500 人：全国 23／290 位、人口密度 53.7 人／㎢：全国 92／290 位）と、カールスク
ローナ・コミューン（同 6 万 6262 人：全国 34／290 位、人口密度 63.6 人／㎢：全国
28／290 位）、小規模地域の例としてソーシェレ・コミューン（人口 2535 人：289／290
位、人口密度 0.3 人／㎢：全国 289／290 位）、アリエプルグ・コミューン（人口 2876
人：全国 286／290 位、人口密度 0.2 人／㎢：全国 290／290 位）、アルヴィツヤウル・




７-１ 大都市の事例：ヨーテボリ FA 地域110、ストックホルム FA 地域 
７-１-１ ヨーテボリ FA 地域＞ヨーテボリ市の事例 
	 ヨーテボリはスウェーデン最大の港湾都市であり、2016年末時点の人口は55万6640







った）の割合は 1973 年時点から 8.4%に上り、1994 年には 10.7%で過去最多になって
いる。一方 2000 年から統計がとられるようになった帰化人口を含む「外国出身者」割
合は、2000 年時点で 18.8%、その後も継続的に増加を続け、2016 年末現在で約 25.2％
に上っている。つまり、ヨーテボリ総人口の 4 人に 1 人が外国出身者となっている。さ
                                                            
109 SCB (2017-02-28)より順位算出。人口が全国で最も多いのはストックホルムで 93 万 5619
人、最も少ないのはビュールホルム 2454 人。スウェーデンの全コミューンにおける人口の平
均値は 3 万 4466 人、中央値は 1 万 5687 人である。 










[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
 
（１） インテグレーションセンター・ヨーテボリ111  





                                                            
111 本項目の記述はヨーテボリ市ウェブサイト掲載情報、2016 年 8 月 8 日センター訪問時の観





114 全地区は以下の通り。Angered, Askim-Frölunda-Högsbo, Centrum, Lundby, Majorna-

























	 インテグレーションセンターは、ヨーテボリ中央駅からトラム/バスで約 10 分、大型
客船が停泊する埠頭の内陸に入った、エスニック料理がいくつか並ぶアンドラロング通

















国からの「新規移入者受入れ補助金 Schablonersa ̈ttning fo ̈r nyanla ̈nda personer」と、一
部レーン府からの拠出により賄われている。以下、各活動について説明する。 






















                                                            
119 2010 年に「特定の新規移民のためのスウェーデン社会導入クラスに関する政令
（Förordning (2010:1138) om samhällsorientering för vissa nyanlända invandrare）」として
実施された後、対象者などを明確にする同名の法律が 2013 年に制定された（Lag (2013:156) 
om samhällsorientering för vissa nyanlända invandrare）。スウェーデン社会導入クラスを行




各人の権利と義務、3. 社会がどのように運営されているか、4. 日々の生活」としている。 
120 スウェーデン社会導入クラスはコミューン施策として実施されているが、国から「新規移




ある。2015 年 12 月末までは 64 歳以下については 83,600SEK, 65 歳以上は 52,400SEK であ
ったが、2016 年 1 月 1 日からは 64 歳以下については 126,400SEK, 65 歳以上は 79,100SEK
へと増額された。（Migrationsverkt 2017/11/20 ”Ersättning för personer med uppehållstil
lstånd som betalas ut utan ansökan” <https://www.migrationsverket.se/Andra-aktorer/K
ommuner/Statlig-ersattning/Ersattning-for-personer-med-uppehallstillstand-som-betalas-u
t-utan-ansokan.html>, 2017/12/22 アクセス） 
121 ヨーテボリ市議会は 2006 年にスウェーデン社会導入クラスの実施を決定し、2008 年 3 月
から最初の授業が始まった[Sennemark och Moberg 2009:6]。その経験がまとめられた報告書
が Sennemark och Moberg [2009] であり、スウェーデン社会導入クラスに関する法案を提言
した政府調査報告書（SOU 2010:16, 2010:37）はこの報告書を参考にしている。インテグレー
ションセンター・ヨーテボリのスタッフもこの点を強調していた（インタビューより） 
122 2014 年時点で 40%、2015 年時点で 37%、2016 年時点で 57%のコミューンが最低限の 60
時間に加え、例えば保健についてのさらなる講義など追加的な時間を提供している。[Prop. 





124 2014 年時点で全コミューンの 86%、2015 年・2016 年時点で全コミューンの 91%がスウェ









いている人などもいる。講義の内容は以下の 8 分野からなる。「1. スウェーデンに来る	
2. スウェーデンで住む 3. スウェーデンで生計をたてる	 4. 各人の権利と義務	 5. 
スウェーデンで家族をもち子どもを育てる	 6. スウェーデンで影響力を発揮する	 7. 
スウェーデンで健康を保つ	 8. スウェーデンで老いる」125。参考書としてヨーテボリ
市とヴェストラ・ヨータランド・レーン府が共同で作成した『スウェーデンに関する本
Om Sverige』（第 4 章参照）が使用されている。 
	 センター内での講義の他、スタディ・ツアー、街案内にも出かける。例えば消防・救
急サービス、スウェーデン・テレビ（SVT）、Älvrummet（ヨーテボリ市開発に関する
















                                                            
Prop. 2017/18:1） 




を行うことに利点を見出していることもあるとのことであった[2016 年 8 月 8 日イン
タビュー]。 
	 ヨーテボリ市はヨーテボリ地域コミューン連合に属するその他 12 のコミューンの分
も実施している。受講内容は 2017 年よりレーン府の協力のもと126オンライン化され、














のとも言えるが（市民センターについては本稿 7-1-2 ボートシュルカ、7-2-1 ヴェクシ
ョーの事例を参照）、市民センターは移民のみを対象としたサービスではなく、必ずし
も母語で支援を受けられるわけではない点で違いがある[センター紹介パンフレット






                                                            
126 スウェーデン社会導入クラスの実施におけるレーン府の責任は、コミューン間の協力を促
進・支援すること、活動をフォローし、実施状況を政府に報告すること、とされている（2010
年政令第 11〜13 条）。 
127 ヨーテボリ市内では Majorna-Linné 地区にあるインテグレーションセンター内のもののほ
か、Angered 地区に二つ、Östra Göteborg 地区に一つ、Askim-Frölunda-Högsbo 地区に一
つ、Västra Göteborg 地区に一つ、Västra Hisingen に一つ、Norra Hisingen 地区に一つ、




















っている [センター紹介パンフレット p.4] 。 
④ 難民ガイド 











2015 年秋は数週間のうちに 2000 人が登録し、2016 年は始めて新規移入者の登録者数
をネイティヴ・スウェーデン人（もしくはオールドカマー）の登録者数が超えた。開始
年から合計で 4800 世帯がペアを組んで連絡を取り合った。2016 年 8 月時点では今後
これをさらに拡大して、2017 年には登録者を 2 倍にし、NGO などとも協力をしたい







とした [メンター制度に関するパンフレット, s.2]128 。初年度は 10 のペア、2 年度目は
19 のペアで実施された。結果としては初年度 10 名のうち 4 名は就業し、4 名は長期の
就学を始め、1 名は 2015 年時点で起業準備をしていた。また 2 年度目の 19 名のうち、
8 名はメンター制度実施中に就業し、4 名は就学、1 名は起業した。2016 年訪問時に入
手したパンフレットでは「メンター制度 2.0」をうたい、参加者を 100 名まで増やすこ
と、年齢や職業分野のさらなる多様化やメンター・参加者のネットワークの拡大を計画
している[メンター制度に関するパンフレット]。 
⑥ その他：IT 技術支援、各種移民に関するイベント 
	 スウェーデン社会導入クラスの受講者や多言語による情報提供・個別相談サービス利






	 2016 年から 17 年での変化として、スウェーデン社会導入クラスを行う教室のスペ
                                                            
128 Göteborg stad (出版年不明, 2016 年 8 月 8 日入手) ”Vägvisaren: mentorprogram för 
nyanlända” 
129 2010 年 特定の外国人のための国庫補助金に関する政令（2010:1122 Förordning 







8 月 9 日 Cajsa Malmström インタビュー]。 
 
（２）ビスコップスゴーデンにおけるビジネス支援センタ 「ーOne Stop Future Shop」 
 ヨーテボリ市は政治・行政機構として、市全域を対象とする 17 の政策分野ごとの分野別
委員会（Facknämnd）・分野別行政機構（Fackförvaltning）と、市全域をさらに小さな
10 の区域に分けて統治する地区委員会（ Stadsdelsnämnd ）・地区行政機構
（Stadsdelsförvaltning）の二種類を置いていることはすでに述べた。ここでは、後者







Biskopsgården 2010]131な地域である。そのため 1990 年代末の不況で特に打撃を受け
た大都市郊外のセグリゲーション対策として 2000 年代前半に国が全面的に実施した
「大都市プロジェクト Storstadssatsningen」でも対象地区の一つとなり、その後は複
数の EU 助成プロジェクトによって対策が講じられている。 
	 現在のヴェストラ・ヒシンゲン地区は、外国出身者・貧困層が集中する旧ビスコップ
スゴーデン地区と、富裕層が集中する旧トシュランダ地区が合併したものである。2016
年末時点での総人口は約 55,000 人であり、外国出身者の割合は約 29%とヨーテボリ全
体平均の約 25.2%とはさほど変わらない。しかし 18-64 歳の失業率を国内出身者と外
国出身者とで分けて見るとその差は歴然である。国内出身者の失業率が 5.5%である一
                                                            
130 母国シリアへの帰国を望む 10 名の女性たちに、シリアの美術工芸織物であるアガバニ
（aghabani）を取り扱う企業運営の職業訓練を行うプロジェクトを行う。この活動についてヨ
ーテボリにあるアラビア文化団体は移民庁から 58 万 1,000SEK（約 800 万円）、ヨーテボリ市
から 18 万 SEK（約 250 万円）の補助金を受けた。[Sandra Molliver “Planer på resa till 
krigshärd”, Göteborgs-Posten 2017/10/13] 
131 <http://tillvaxtbiskopsgarden.se/tillvaxt-biskopsgarden/> (2016/08/09 アクセス) 町の状
況を改善するため、EU の構造基金（Structural Fund）から助成を受けて実施された 2011 年
までの 3 年のプロジェクトである。起業家を育てるプロジェクトで、このうち外国人の親戚・
友人訪問ツーリズムについても試験的な調査が行われた。（Susanne Lotzke och Ali Noori 
(2010) Utländsk släkt- och vänturism: en dold kommersiell möjlighet?, TillVäxt 
Biskopsgården i samarbete med Turismens Utredningsinstitut, november 2010.） 
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方で、外国出身者の失業率は 74.4%に上る [Statistikdatabas för Göteborgs Stad; 
2017/08/07 インタビュー]。この地区において〈移民〉のバックグラウンドをもつ者の




ヨーテボリ・ビスコップスゴーデン ビジネス⽀援センター「One Stop Future Shop」 
 
区役所向かいの商店街の中にある。写真左手の入口から右手階段までのワンフロアがセンター。 






	 本プロジェクトは、EU による欧州地域開発基金（European Regional Development 
Fund）、ヨーテボリ市、ヨーテボリ市のヴェストラヒシンゲン地区・ルンドビュ（Lundby）
地区・ノーラヒシンゲン（Norra Hisingen）地区行政機構、ヨーテボリ市商店街有限会
社（Förvaltnings AB GöteborgsLokaler）133、ビジネス・レギオン・ヨーテボリ（Business 
Region Göteborg）134、赤十字、ヨーテボリ大学サルグレンスカ・イノベーション起業
研究院（Sahlgrenska school of innovation and entrepreneurship）とのコラボレーシ
ョンによるものである。インタビューを行った本プロジェクトのプロジェクト・マネー
ジャーであるダニエラ・エルムンゲル（Daniela Ölmunger）はこのプロジェクトの前
                                                            
132 2017 年 8 月 7 日 11:00-12:00, プロジェクト・マネージャーDaniela Ölmunger, 広報ディ
レクターJenny Olsson, 広報担当 Aliretu Bdiee,「One Stop Future Shop」センター
（Vårväderstorget 1, Göteborg）にて。 
133 ヨーテボリ市各地区の中心商店街を所有・運営するヨーテボリ市公営企業。 
134 ヨーテボリ・レギオン内の 13 コミューンが共同で運営する産業促進のための公営企業。 
第７章	 地域分類ごとの事例 
 129 







ジェクトは 2016 年 1 月からスタートした 3 年 4 ヶ月のプロジェクトであり、訪問時は








リ外の 13 のコミューンとも協働している。 
	 活動内容は、①既存ビジネスの継続・発展支援と、②起業支援の 2 本柱になっている。
①既存ビジネスの継続・発展支援については、当初目標である 80 企業への支援は最初









































ことで参加している[2017 年 8 月 One Stop Future Shop パンフレット]。 
	 立ち上げから 1 年半の時点での成果は、次の通りとなっている。2016 年 1 月〜2017
年 6 月 30 日の間で、計 758 名の参加者のうち、347 名には外国語での個別相談支援を
提供した。200 以上の既存企業と、550 人以上の起業を希望する個人が相談支援・講座・
ワークショップ・セミナーなどの活動に参加した。そして 2016 年の間に、本プロジェ





７-１-２ ストックホルム FA 地域＞ボートシュルカ・コミューンの事例 
	 ボートシュルカ・コミューンの中心地であるトゥンバ（Tumba）はストックホルム


















ンに広がっていった[2017年8月17日インタビュー, Ds 1999:26, 16]。 ボートシュルカ
の場合、当初は「サービス小屋servicestuga」と呼んでいたが、1990年代に現在の名
                                                            







































                                                            

































の社会参入支援に関する地域における国-地方間協力の合意文書（lokala o ̈verenskommelser 
om nyanländas etablering）策定のためのガイドラインを 2013 年から発表している。各種の
法改正などを踏まえ都度改訂し、2017 年末現在の最新改訂版は 2017 年 6 月に発表されたもの
である[Arbetsfo ̈rmedlingen 2017]。2014 年春には移民庁と社会保険庁が主導して、雇用仲介
事務所・移民事務所・社会保険事務所・年金事務所・税務署・コミューン・ランスティングの
協力プロジェクト「ミーティング・プレイス・プロジェクト Projektet Mötesplatser」が 4 つ
のコミューン（Ljusdal, Norrköping, Gävle, Växjö, Helsingbor）で試験的に始められた。


























                                                            
Trollhättan, Eskilstuna, Karlskrona, Uppsala, Göteborg, Karlstad, Västerås, 
Botkyrka/Hallunda, Kristianstad, Örebro, Halmstad, Skellefteå, Östersund, Jönköping, 
Sundbyberg, Malmö, Sundsvall）に拡大し、政府は 2017 年 6 月にこのプロジェクトを 2018
年 12 月 31 日まで延長することを決定した。（Arbetsförmedlingen, Försäkringskassan, 
Migrationsverket, Pensionsmyndigheten, Skatteverket, SKL (2016) En väg in– rapport från 
pilotprojektet Mötesplatser och information; SKL ウェブサイト）また、2015 年 6 月に政府は
「若者の就業促進委員会 Delegationen fo ̈r unga till arbete」を設置、後に「若者と新規移入者


















                                                            
139 3 歳児以上はすべての親に年 525 時間の無料での利用が保障されているが、それ以外は保育
料の自己負担がある。就学前児童か就学児童か、第何子かにより、無料（第 4 子以降）〜最大で






の 2 事例を取り上げる。 
 
７-２-１ ヴェクショーFA 地域140＞ヴェクショー 
	 ヴェクショーは南部内陸のスモーランド地方において、ヨンショーピンに次ぐ人口
規模のコミューンであり、2016 年末時点で総人口は 8 万 9500 人、全 290 コミューン
のうち 23 位である。列車で東のストックホルムからは 3 時間半、西のヨーテボリか
らは 3 時間弱、南のマルメからは 2 時間弱と、南部のちょうど中央あたりに位置す
る。2007 年に BBC が「ヨーロッパで最も環境に優しい都市」として紹介したことか
ら、持続可能なまちづくりの面で注目されるが、かつては多くの「移民を送り出す」
地域であった一方で、現在は多くの難民・移民を受け入れる自治体でもある。1970〜






[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
 
 
                                                            
















市の労働・福祉局（Förvaltningen arbete och välfärd）に属する。ヴェクショー・コミ
ューンの北部アーラビュ地区、中心地からバスで 10 分強ほどの場所にある。2016 年 8










そして奥にボードで仕切られた個別相談ブースが 4 つある。週 5 日開室しており、開室
時間は週 3 日はお昼時間を除く 9 時から 16 時の全日、週 2 日は午前のみもしくは午後
のみの半日となっている。 




                                                            
141 2016 年 8 月 12 日 12:30-13:10 Abdalaziz Mahdi と、2017 年 8 月 10 日 Stephan Lundholm を訪問
インタビュー。以下の記述は訪問時の観察・インタビューと訪問時入手資料に拠る。 





者が 1 名で使用可能言語はスウェーデン語と英語、17 年間リンネ大学で社会学を教え
ていた研究者だったが、実際に現場で働きたいという思いから 2016 年夏から市民セン















































































７-２-２ ブレキンゲ FA 地域145＞カールスクローナ 
	 カールスクローナ・コミューンはスウェーデン海軍の拠点であり、300 年間攻撃を受
けることがなく、現在も現役で使われ続けている軍港として、1998 年に世界遺産に登











民受け入れが拒否されたが、作業グループによる調査と提言の結果、1986 年 2 月に難




                                                            
145 カールスクローナ・コミューンは FA05 ではブレキンゲ FA 地域に属するとされているが、
FA15 で地域をまとめる名称はカールスクローナ FA 地域へと変更されている。本稿では FA05
のものを用いている。含まれるコミューンは、Karlshamn、Karlskrona、Olofström、Ronne
by の 4 つで変更はない。（SCB 2010: 152-155; Tillväxtverket <https://tillvaxtverket.se/sta



















[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
 
カールスクローナ・インテグレーションセンター 
	 上述の通りカールスクローナでは 1986 年に初めて移民を対象とする部署が設置され
たが、1999 年にそれは閉鎖された。そしてサーシュトランド-マレコビク[2011]、 サー
シュトランド [2007]で取り上げる 7 つの事例のなかで最も早くに移民の統合を「社会
福祉」から「労働市場」のアリーナへと転換させた事例として紹介されているが
















（Integrationscentrum）も、労働市場局の下に設置された。2017 年 8 月 11 日に訪問
しインタビューを行った146。 
	 2017 年 1 月、カールスクローナ駅とカールスクローナ中心広場との間にある歴史的
なホグランド公園向かいの通り、移民庁の隣、雇用仲介事務所が入るビルの 5 階に、
カールスクローナ・インテグレーションが開設した。週 5 日の開室で、うち 4 日は 9-
13 時は誰でも、週 1 日は予約者のみの対応となっている。次頁の右の写真に映る広間
の左手の壁にはシリア内戦を題材にしたフォトアートが並び、個別相談ができる部屋






左はエントランス入ってすぐの場所にあるパソコン 4 台、右は広間。 
（2017 年 8 月 11 日筆者撮影） 
 
	 スタッフは全員で 9 名おり、1 名ストラテジスト、1 名統計担当、2 名のプロジェク
ト・リーダー（コーディネーター）、3 名の社会ガイド、2 名の事務スタッフの構成に
なっている。センター長のアンナ・ホルムベリ（Anna Holmberg）は元高校の英語教





                                                            
146 2017 年 8 月 11 日 14:00-15:40 Ammar Abo Alsrour, Hala Falougi Holgersson, Monica Nilsson, 


























	 ソーシェレの人口は約 2500 人と全国 290 コミューンのうち 2 番目に少なく、アリ
エプルグは 2900 人弱と 5 番目に少ない。人口密度で見るとアリエプルグは 0.2 人／
㎢で全国最低であり、ソーシェレはそれに続き 0.3 人／㎢で全国で 2 番目に低い。ア
ルヴィツヤウルは空港があるなどこれら地域にアクセスする交通拠点となっており、
それと比べると人口は多いが、それでも 6500 人弱と 1 万人にも満たず、全コミュー




	 まず、次頁以降のグラフに基づき、これら 3 コミューンにおける移民動向の特徴を
述べたい。まず 3 コミューンに共通する特徴としては、①全体の割合は他の事例地域
と比較して圧倒的に低い。全国平均は外国出身者約 18%、外国のバックグラウンドを
もつ者 23.2%であるが、この 3 コミューンで最も割合の高いソーシェレでもそれぞれ
















ついては第 2 章で、それに伴う地方での〈移民〉包摂構造の転換については第 3 章で
                                                            





	 ソーシェレは 2005〜2012 年、総数では 33〜101 人、人口 1000 人あたりでは 12〜
37 人の難民等148を受け入れ、その人口あたりの受け入れ数が 8 年連続で全国最多であ
った[Migrationsverket]。2013 年以降はシリア内戦の激化による難民の大量発生でそ
の他のコミューンでも受け入れが急増し、全国での順位は下がっているが、それでも




[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
                                                            
148 第三国定住難民･人道上の配慮による居住許可･庇護申請者等を含む。 


















[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
 
[SCB 2017 “Befolkningsstatistik”より作成] 
 
	 以上のように 2000 年代後半以降、人口あたりで全国で最も多くの難民を受け入れて
きたソーシェレを 2016 年と 2017 年に二度訪れ、コミューン行政長に 2016 年と 2017
年の二度、難民・移民の就業支援プロジェクト（SAMLA プロジェクト）のリーダーに
2016 年の一度、インタビューを行った150。以下ではそれらを総合してソーシェレにお
                                                            
150 2016 年 8 月 4 日 9:00-10:05 と 2017 年 8 月 15 日 11:00〜11:40 ソーシェレ・コミューン行






























って来る未成年者の難民である「未成年単独難民」である。2016 年 8 月時点では 15 人
が住める未成年単独難民受け入れ施設（住宅）が 4 つあり、合計約 60 人の未成年難民
が居住していた。2012 年時点では合計で 151 人いたが、その後教師等のスタッフ不足
で減少したとのことである。さらに 2016 年の受け入れは 2 名のみで、2016 年 8 月の
訪問時点でこ傾向は 3 年ほど続くだろうと予測されていたが（中央政府が受け入れ方
針を転換したため）、実際 2017 年の受け入れは 3 名であった[2017 年 8 月 15 日インタ
ビュー] 。新規受け入れが減っただけでなく、ここで生活をしていた難民もしばらくす
ると他のコミューンに移出する傾向にあるため、2017 年の年初には 50-60 名いたがそ
の後急速に減少して 8 月時点では 20 人、年末には 10 人ほどになる予定とのことであ
った。そのため年初には現存する 4 つの難民受入れ住宅がすべて使われていたが、8 月
時点で使われているのは 2 つで、うち 1 つは閉じようとしているとのことであった。
2016-17 年の変化についてはまだ統計データには表れていないが、2016 年 8 月訪問時
点でコミューン行政長は「20 人くらい来ても 20 人くらい出て行くという傾向が続いて
いた」と述べており、これまでは多くを受け入れる一方で多くが転出していったが、中





基本的に一人一部屋。図書館・学校に隣接する。（2017 年 8 月 15 日筆者撮影） 
 
                                                            






















[コミューン長2016年、Swedish Lapland ソーシェレ担当者2017年インタビュー]152。 
	 その雇用の面で移民統合の取り組みが行われた例として、SAMLA プロジェクト（労
働市場・教育・社会参加のための協力 Samverkan kring Arbetsmarknad, Mötesplatser, 
Lärande och Aktiviteter）について述べる。このプロジェクトは、2016 年春にスター
トし 2018 年 9 月までの約 2 年半の計画のものであった。ノルボッテン・レーンに属す
るコミューンであるアリエプルグとアルヴィツヤウルと、ヴェステルボッテン・レーン
に属するソーシェレとマーロー（Malå）の 4 つのコミューンが協力して EU に申請し
採択された、県境を越えた EU 助成プロジェクトである。 
 
                                                            































から 100 万 SEK の資金拠出を受けてインテンシブ会話講座を始める予定としていた。
また、移民のためのスウェーデン語コース（SFI）のなかでソーシェレ独自のプログラ
ムである「SFI 実習生（SFI lärling）」も会話能力を向上させるための活動だという。









減少し、継続は困難となり、SAMLA プロジェクトは 2017 年 2 月に中止された[プロジ






く貢献したのは後者である。しかしその後者が 2017 年には激減したという。2017 年
にソーシェレに移入した成人難民は 2 人であった。10 人の受け入れ枠があったけれど
も、移民庁は 12 人の難民にソーシェレへの移住を希望するかどうかを聞き取りした結











                                                            
153 未成年単独難民は居住地を自身で決定することはできないが、成人難民は希望を言うこと
ができる。 









口が必要」と明確に述べた[2016 年、2017 年インタビュー]。 





難民一人 1 日当たりの国の補助金は 2016 年まで 1900SEK であったが、その額は 2017























                                                            
155 必要なスタッフの種類や、勤務時間の交代のため。 
















んでいる。ただし、大都市 FA 地域の中でもストックホルム FA 地域、マルメ FA 地域、ヨ
ーテボリ FA 地域の中ではマルメ FA 地域でその差が最も大きく、反移民感情も強いとい

























が講じられる必要のある地域」とされている157 [Nationella operativa avdelningen 
2017: 41]。特定地域への移民の集住については 1980 年代から取り上げられ[SOU 
1984:55, 128-130]、「脆弱な地域」への対応は、2000〜2005 年に実施された「大都市
プロジェクト」でも中心的なテーマであった158 [ハルンダ市民センター2017 年 8 月 17





















                                                            
157 「脆弱な地域」「リスク地域」「特に脆弱な地域」の三段階のうち、最も深刻度の高いのが
「特に脆弱な地域」である。  
158 2000 年代前半の「大都市プロジェクト」につながった 1997 年度の政府決定「発展と公
正：2000 年代に向けた大都市政策」では、「脆弱な地区（utsatta bostadsområde/ område/ 














ーシェレであり（約 24,502 SEK）、アリエプルグは 3 位（約 20,448 SEK）、アルヴィ
ツヤウルは 14 位（約 12,296 SEK）である[Migrationsverket 2017/11/06 より筆者算




[Migrationsverket 2017/11/06 より筆者作成] 

























て実施する規模の大きなものである。募金総額は 1997 年度は約 150 万 SEK（約 2100




                                                            
159 ただし 2014 年選挙では特にソーシェレで急速に反移民政党の得票率が高まった。 











として取り上げたソーシェレであり、またアリエプルグもほぼ毎年 2 位か 3 位に入っ















では 2 人に 1 人が 1 年以内に転出してしまっている。 
[Region Västerbotten 2015:53] 
 
	 同様の傾向はヴェステルボッテン・レーンに限らず、過疎地域に共通する。スウェー
デン統計局は、2005 年に居住許可を得た難民が 5 年後の 2010 年にどこに住んでいる
かをコミューンの種類ごとに分けて分析した。それをまとめたものがつぎの表である。
ここでは人口密度 7 人／㎢かつ人口 2 万人未満の地域が「地方/過疎コミューン」とさ
れている。 
  
                                                            
161 北部ラップランド地方の観光プロモーションである「スウィーディッシュ･ラップランド」
はその広報パンフレットで加盟コミューンの簡単な紹介をしているが、その中でソーシェレを
「寛大なコミューン」として知られると紹介し、「世界の子ども」募金では 12 年中 10 年全国
で、一人当たり最高額を寄付したことを紹介している。[Swedish Lapland 2016] 
第８章	 事例の分析 
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2005 年移⼊時の居住地と滞在 5 年後の居住地 
コミューンの種類 2005 年 2010 年 




その他コミューン 2774 2029 
登録なし 0 408 
合計 7408 7408 
[Johansson 2011: 18-19] 
 
全国では 60%が 2005 年の移入当初と 2010 年とでは同じコミューンに居住していた一
方で、地方の小コミューンに移入した人びとでは、2010 年にも同自治体に残っていた






















るビジネス支援センター「One Stop Future Shop」が当てはまり、〈市民〉一般を対象
とした間接的/普遍的施策にはボートシュルカの市民センターが当てはまる。量の点で










































































主主義に関する調査 Undersökningen om den lokala demokratin i kommuner och 
landsting」と題する項目の中で、コミューンにおける市民向けの複数の情報提供活動
のなかに「市民センター」を位置づけ、全国コミューンに 2002-2006 年、2006-2010 年、






回答 2002-2006 年 2006-2010 年 2010-2014 年 2014-2018 年 
あり：物理的セ
ンター 




- 0 28 90 
なし 224 224 166 99 
全回答数163 287 287 265 301 
[SCB 2016/12/14 より作成] 
	 本稿で取り上げた市民センターはこの項目の中では「あり：物理的センター」のなか
                                                            
たとしても、各自治体で名称は異なる可能性があり、その他自治体についてはインテグレーシ
ョン・センターのスタッフも把握をしていない[カールスクローナのインテグレーション・セン
ター2017 年 8 月 11 日インタビュー]。また、市民センターのような全国的な統計も見つからな
い。 










に含まれる。2002-2006 年では計 63、2006-2010 年も同じく計 63、2010-2014 年は若
干増加して計 71、2014-2018 年の期間についてはさらに増加して 2016 年時点で計 112









大都市 30 46 
大規模地域 29 38 
中規模地域 5 17 
小規模地域 7 11 
合計 71 112 
[SCB 2016/12/14; SCB 2010; Tillväxtverket 2015 より作成] 
 
	 2010-2014 年時点で市民センターを設置していた 71 コミューンのうち、大都市に含
まれるコミューンは 30（うち 5 コミューンは 2014-18 年は「なし」）、大規模地域は 29
（うち 9 コミューンは 2014-18 年は「なし」）、中規模地域は 5 （うち 1 コミューンは
2014-2018 年は「なし」）、小規模地域は 7 （うち 1 コミューンは 2014-18 年は「なし」、
1 コミューンは未回答）であった。もっとも最近の 2014-18 年の期間（2016 年時点）








（Yrkesföreningen Generalisterna）」であったが、その 2 年後に現在の名称に改称し
ている[協会ウェブサイト 2017/04/16 アクセス]。この協会に加盟する市民センターの











ナ 2・フディンゲ 3・ストレングネース 3 の計 20 ヶ所、マルメとその郊外を合わせる
とマルメ 7・ルンド 4 の計 11 ヶ所、ヨーテボリとその郊外ではヨーテボリのみで 5 ヶ
所である。中南部内陸の大規模地域はカールスタッド 4 ヶ所、ヘッスレホルム 2 ヶ所、
ネッシェー5 ヶ所となっている。北部で唯一協会に加盟する市民センターを持っている

















                                                            
164 ストックホルム FA 地域に属するコミューンが 20、マルメ FA 地域に属するコミューンが
9、ヨーテボリ FA 地域に属するコミューンが 10。 

























































スゴーデンにおいては現在のビジネス支援センター「One Stop Future Shop」の前にも何度






                                                            
166 One Stop Future Shop はフランスの一地域と競争をして獲得したため、本来考えていたよ
りも 1 年長くかかって実現した、とプロジェクトマネジャーは話した（2017 年 8 月 7 日イン
タビュー）。 










 序章で設定した研究の問いは、以下の 6 つであった。 
① 2010 年代現在の政策枠組みに至る起点となったのはいつか？  
② なぜその時代が起点となったのか？スウェーデン福祉国家の構造的特徴との
関係はあったのか？ 









































































 まず、ナショナル・レベルでの政策上の〈移民〉概念は、序章と第 3 章において整理したよう






















































































                                                            











































Andersson, Roger (2000), “Etnisk och socioekonomisk segregation i Sverige 1990-
1998”, SOU 2000:37, Välfärdens förutsättningar, ss.223-266 
Andersson, Ulrika och Jonas Ohlsson (2016) SOM-rapport 2016:29, Ska ̊nska 
trender 2001–2015, <https://som.gu.se/publicerat/rapporter> (2017/12/31 アクセ
ス) 
Arbetsförmedlingen, Försäkringskassan, Migrationsverket, Pensionsmyndigheten, 
Skatteverket och SKL (2016) En väg in– rapport från pilotprojektet 
Mötesplatser och information. 
Arbetsfo ̈rmedlingen (2017) Utga ̊ngspunkter fo ̈r samverkan om nyanla ̈ndas 
etablering: Framtagen i samarbete mellan Arbetsfo ̈rmedlingen, 
Fo ̈rsa ̈kringskassan, la ̈nsstyrelserna, Migrationsverket samt Sveriges 
Kommuner och Landsting, Metodstöd, Revidering 4, va ̊ren 2017. 
Arbetsmarknadsdepartementet (red.) (1988) Svensk Invandrar och Flyktingpolitik, 
Helsinborg: Schmidts Boktyckeri, ss.135-143 
Banting, Keith and Will Kymlicka (2006) Multiculturalism and the Welfare State : 
Recognition and Redistribution in Contemporary Democracies, Oxford ; New 
York : Oxford University Press. 
Bergh, Andres (2013) Den Kapitalistiska Välfärdsstaten, Lund: Studentlitteratur 
AB 
Bergh, Andres (2011) “The Rise, Fall and Revival of the Swedish Welfare State: 
What are the Policy Lessons from Sweden?”, IFN Working Paper No. 873, 2011 
Bergh, Andres & Gissur O ́. Erlingsson (2009) “Liberalization without 
Retrenchment: Understanding the Consensus on Swedish Welfare State 
Reforms”, Scandinavian Political Studies, Vol. 32 – No. 1, 2009, pp.71-93 
Bergström, Annika och Jonas Ohlsson (2017) SOM-rapport 2017:33, Va ̈stsvensk




Borevi, Karin, Kristian Kriegbaum Jensen and Per Mouritsen (2017) "The civic 
turn of immigrant integration policies in the Scandinavian welfare states", 
Comparative Migration Studies (2017) 5:9, DOI 10.1186/s40878-017-0052-4 
Borevi, Karin (2014) “Multiculturalism and welfare state integration: Swedish 
model path dependency”, Global Studies in Culture and Power, vol. 21, no. 6, 
pp. 708-723 
Borevi, Karin (2013) “Understanding Swedish Multiculturalism”, in Kivisto, Peter 
& Wahlbeck, Östen (eds.) Debating Multiculturalism in the Nordic Welfare 
State, Palgrave macmillan, pp.140-169 
Borevi, Karin (2012) “Sweden: The Flagship of Multiculturalism”, in, Brochmann, 
Grete & Hagelund, Anniken (eds.) (2012), Immigration Policy and the 
Scandinavian Welfare State 1945-2010, Palgrave Macmillan., pp.25-96 
Byström, Mikael & Pär Frohnert (eds.) (2013) Reaching a State of Hope: Refugee, 
Immigrants and the Swedish Welfare State 1930-2000, Lund: Nordic Academic 
Press. 
Carmel, Emma, Alfio Cerami and Theodoros Papadopoulos eds. (2012) Migration 
and Welfare in the New Europe: Social protection and the challenges of 
integration, The Policy Press 
Castles, Stephen and Carl-Ulrik Schierup (2010) "Migration and Ethnic 
Minorities" in Castles, Leibfried, Lewis, Obinger and Pierson eds. The Oxford 
Handbook of the Welfare State, ch.19, pp. 278-291 
Cederblad, Johanna, "Gott om jobb för vuxna med utbildning", SvD 2016/08/12. 
Crepaz, Markus M. L. (2008) Trust beyond Borders: Immigration, the Welfare 
State, and Identity in Modern Societies., Ann Arbor, MI: University of 
Michigan Press. 
Dahlström, Carl（2004）“Rhetoric, practice and the Dynamics of Instititional 
Change: Immigrant policy in Sweden, 1964-2000”, Nordic Political Science 
Association, Scandinavian Political Studies, Vol. 27, No. 3, pp. 287-310 
Dahlström, Carl (2003) “Lagt kort ligger. Svensk invandrarpolitik”, Pierre, Jon och 
Rothstein, Bo (red.) Välfärdsstat i otakt, Liber, ss. 42-61 
Dagens Nyheter (1986) Olof Palme - i Sverige och världen. 
Ds 1999:26, Medborgarkontor i utveckling. 
Edling, Jan (2015) ”The Swedish Model in Transition, 東京大学・中央大学・法政
参考文献 
 175 
大学における講演での配布資料（2015 年 2 月 3 日） 
Edström, Nina och Emil Plisch (2005) En känsla av delaktighet: En studie av 
underifrånperspektiv i Storstadssatsningen 1, Mångkulturellt centrum. 
Eger, Maureen A and Nate Breznau (2017) "Immigration and the welfare state: A 
cross-regional analysis of European welfare attitudes". International Journal 
of Comparative Sociology, February 2017, DOI: 10.1177/0020715217690796 
Eklund, Klas（2010）Sveriges statsministrar under 100 år / Olof Palme, Albert 
Bonniers Förlag.  
Emigranternas hus (2017)  Welcome to the House of the Emigrants in Gothenburg 
ヨーテボリ移民博物館解説資料 
Eriksson, Karin ”Analys av DN:s Karin Eriksson: Valåret 2018 blir inte typiskt 
svenskt”, Dagens Nyheter 2017/12/31 
Esping-Andersen, Gösta (1994) ”Jämlikhet, effektivitet och makt”, i Thullberg & 
Östberg (reg.), ss. 75-106 
European Commission, Directorate-General for Migration and Home Affairs 
(2014), European Modules on Migrant Integration, Final report, February 
2014.   
European Union (2011) Indicators of Immigrant Integration: A Pilot Study. 
Eurostat, “Migration and migrant population statistics” <http://ec.europa.eu/eur
ostat/statistics-explained/index.php/Migration_and_migrant_population_statis
tics>（本文引用に示す年/月/日は各種統計が作成された日を表す） 
Göteborgs Stad och Länsstyrelsen i Västra Götalands län (2015) About Swede-
n. (2017) Om Sverige. <https://www.informationsverige.se/Svenska/Samhalle
/Sidor/Boken-Om-Sverige-p%C3%A5-flera-spr%C3%A5k.aspx> 
Hammar, Tomas (1991) “‘Cradle of Freedom on Earth’: Refugee Immigration in 
Ethnic Pluralism”, in Jan-Erik Lane (ed.), Understanding the Swedish Model, 
FRANK CASS. pp. 182-197. 
Hammar, Tomas (1989) “SOPEMI Report on Immigration to Sweden in 1986 
and 1987”, Center for Research in International Migration and Ethnic Rel
ations, Stockholm University. 
Hammar, Tomas (1985) European Immigration Policy : a Comparative Study, 
New York : Cambridge University Press., pp.1-13, 17-49  
Haste, Olsson och Strandberg (red.) (1986) Boken om Olof Palme, Tiden 
参考文献 
 176 
Hort, Sven E. O. (2014) Social Policy, Welfare State, and Civil Society in Sweden 
Volume I & Volume II, Arkiv förlag 
IMF (2016) The Refugee Surge in Europe: Economic Challenges, SDN/16/02 
Immigrant-institutet (red.) (1982) Årsbok för invandrarfrågor 1983, Borås: 
Immigrant-institutet. 
Isaksson,Olov (red.) (1997) Utvandrare och invandrare i Sveriges historia 1846-
1996, Migrationskommittén & Svenska emigrantinstitutet 
Johansson, Jesper (2013) “Union solidarity in exchange for adaptation: 
immigration policy in the Swedish trade union Confederation from the 1960s 
to the early 1980s”, in Byström & Frohnert (eds.) pp. 235-253 
Johansson, Linus (2011) "Glesbygden – första stopp för flyktingar", SCB, Välfärd 
4/2011, ss.18-19 
Joyce, Patrick (2015) Integrationspolitik och arbetsmarknad: en översikt av 
integrationsåtgärder i Sverige 1998-2014, Delegationen för Migrationsstudier 
(Delmi) kunskapsöversikt nr: 2015:3 
Joyce, Patrick (2013) Delaktighet i framtiden – utmaningar för jämställdhet, 
demokrati och integration: Delutredning från Framtidskommissionen., , 
Ds.2013:2 
Klinthäll, Martin & Urban, Susanne (2010) “Kartläggning av företagande bland 
personer med utländsk bakgrund i Sverige”, i Tillväxtverket (2010) 
Möjligheternas marknad – en antologi om företagare med utländsk bakgrund, 
ss.107-130 
Konle-Seidl, Regina and Bolits, Georg (2016) Labour Market Integration of 
Refugees: Strategies and good practices, Study for the European Parliament’s 
Committee on Employment and Social Affairs, March 2016. 
Kulturdepartementet（2000）Begreppet invandrare: användningen i myndigheters 
verksamhet.（Ds 2000: 43） 
Kymlicka, Will (2015) “Solidarity in diverse societies: beyond neoliberal 
multiculturalism and welfare chauvinism”, Comparative Migration Studies 
(2015) 3:17, DOI 10.1186/s40878-015-0017-4 
Kymlicka, Will (2010) “The Rise and Fall of Multiculturalism? New Debates on 
Inclusion and Accommodation in Diverse Societies”, International Social 
Science Journal · November 2010, DOI: 10.1111/j.1468-2451.2010.01750.x 
参考文献 
 177 
Kolada (Kommun- och lanstingdatabasen) ウェブサイト <https://www.kolada.se/?_
p=index> 
Lag (2013:156) om samhällsorientering för vissa nyanlända invandrare. 
Lane, Jan- Erik (ed.) (1991) Understanding The Swedish Model, FRANK KASS 
Lemaître, Georges (2007) “The Integration of Immigrants into the Labour Market: 
the Case of Sweden”, OECD Soccial, Employment and Migration Working 
Papers. 
Lindqvist, Herman (2000) Historien om Sverige: Drömmar och verklighet, 
Norstedts ss. 391-392 
LO (1986) Fackföreningsrörelsen och välfärdsstaten: Rapport till 1986 års LO-
kongress från LOs utredning om den offentliga sektorn, Jönköping: AB 
Småland 
Lundh, Crister & Rolf Ohlsson (1994) Från arbetskraftsimport till 
flyktinginvandring (2:a reviderade upplagan), SNS Förlag 
Martín, Iván, Arcarons, Albert, and Aumüller, Jutta et al. (2016) From Refugees to 
Workers: Mapping Labour-Market Integration Support Measures for Asylum 
Seekers and Refugees in EU Member States, Vol. I and Ⅱ, study by Migration 
Policy Center at the Robert Schuman Centre for Advanced Studies of the 
European University Institute in Florence (EUI). 
Migrationsverket（スウェーデン移民庁） ウェブサイト <https://www.migrationsverket.s
e>（本文引用に示す年/月/日は各種統計が作成された日を表す） 
MIPEX (Migrant Integration Policy Index) (2005, 2007, 2011, 2015) Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ, Ⅳ, 
<http://www.mipex.eu> 
Nationella operativa avdelningen (2017) Utsatta omra ̊den- Social ordning, 
kriminell struktur och utmaningar fo ̈r polisen. 
Nilsson, Åke (2004) “Efterkrigstidens invandring och utvandring” Statistiska 
centralbyrån, Demografiska Rapprter 2004:5. 
Norberg, Lars-Arne (1993) Sveriges historia under 1800- och 1900- talen: Svensk 
samhällsutveckling 1809-1992, Almqvist & Wiksell.  
Norton, John (1997) "Bishop Hill -Dreams Beyond the Sesquicenl", in Isaksson 
(1997) ss.211-216 
Nuder, Pär（2014.10.28） "The Nordic model and Sweden's successful handling of 




OECD (2016, 2015, 2014) International Migration Outlook 各年版. 
OECD (2014) Finding the Way: A Discussion of the Swedish Migrant Integrati
on System, July 2014 <https://www.oecd.org/migration/swedish-migrant-inte
rgation-system.pdf> （2018/08/03 アクセス） 
OECD (2012) “compare your country” <https://www.compareyourcountry.org/oda
#>（2015/05/01 アクセス） 
OECD (2011) International Migration Outlook: SOPEMI 2011. 
Palme, Olof (1965/12/25)  <http://www.olofpalme.org/wp-content/dokument/65122
5_vi_och_utlanningarna.pdf > （2015/09/09 アクセス） 
Palme, Olof 1927-1986 (2006) Solidaritet utan gränser – Tal och texter i urval, 
Stockholm: Bokförlaget Atlas. ss. 225-231 
Palmlund, Thord (1988) ‘Swedish Development and Foreign Policy’ in Kofi B. 
Hadjor (ed.) New Perspectives in North-South Dialogue: Essays in Honor of 
Olof Palme, I. B. Tauris & Company in association with Third World 
Communications. 
Proposition 2017/18:1, Fo ̈rslag till statens budget fo ̈r 2018, Utgiftsområde 25 
Allma ̈nna bidrag till kommuner. 
Proposition 2016/17:1, Fo ̈rslag till statens budget fo ̈r 2017, Utgiftsområde 25 
Allma ̈nna bidrag till kommuner. 
Proposition 2015/16:1, Fo ̈rslag till statens budget fo ̈r 2016, Utgiftsområde 25 
Allma ̈nna bidrag till kommuner. 
Proposition 2009/10:60, Nyanlända invandrares arbetsmarknadsetablering -egen 
ansvar med professionellt stöd. 
Proposition 1997/98:165, Utveckling och rättvisa – en politik förstorstaden på 2000-
talet. 
Proposition 1997/98:16, Sverige, framtiden och mångfalden: Från invandrarpoli
tik till integrationspolitik. 
Proposition 1993/94:187, Försöksverksamhet med medborgarkontor. 
Proposition 1991/92:13, Frikommunförsöket. 
Proposition 1985/86:98, om invandrarpolitiken. 
Proposition 1983/84: 144, 15 om invandrings- och flyktingspolitiken. 
Proposition 1975:26, om riktlinjer för invandrar-och minoritetspolitiken m.m. 
参考文献 
 179 
Proposition 1968:142, angående riktlinjer för utlänningspolitiken m.m. 
Region Västerbotten (2015) 40 000 nya medarbetare behövs fram till 2025: 
Strategisk kompetensförsörjning i Västerbotten. 
Riksrevisionen (2015) Nyanländas etablering  behövs fram till 2025: Strategi (RiR 
2015:17) 
Ruin, Olof (1986) I Välfärdsstatens Tjänst, Tiden 
Sainsbury, Diane (2012) Welfare States and Immigrant Rights: The Politics of 
Inclusion and Exclusion, Oxford university press. 
Samhällsvägledarnas yrkesförening ウェブサイト<http://www.samhallsvagledarn
a.se/foreningen/>（2017/04/16 アクセス） 
Sarstrand Marekovic, Anna-Maria (2011) Från invandrarbyrå till 
flyktingmottagning: Fyrtio års arbete med invandrare och flyktingar på 
kommunal nivå, Linnéuniversitetet, Växjö. 
Sarstrand, A. (2007) De första invandrarbyråerna : Om invandrares inkorporering 
på kommunal nivå åren 1965-1984. Licentiate Thesis. Växjö, Institutionen för 
samhällsvetenskap, Växjö Universitet.  
SCB（Statistiska centralbyrån, スウェーデン統計局, 以下 SCB）ウェブサイト <https://
www.scb.se> （本文引用に示す年/月/日は各種統計が作成された日を表す） 
SCB (2016) Integration– flyktingars  flyttmönster i Sverige (Integration: Rapport 
10) 
SCB (2016) Integration– utrikes föddas etablering i arbets- och samhällslivet 
(Integration: Rapport 9) 
SCB (2015a) Integration– med fokus på 15 stadsdelar (Integration: Rapport 8) 
SCB (2015b) Integration– etablering pa ̊ arbetsmarknaden (Integration: Rapport 
7) 
SCB (2015c) Majoritet av flyktingar i arbete efter 10 a ̊r, Va ̈lfa ̈rd 2015 : 1, ss.
8-9  
SCB （2014） Sveriges framtida befolkning 2014−2060. 
SCB (2010) Integration – ett regionalt perspektiv (Integration: Rapport 3) 
SCB (2009) Integration– utrikes födda på arbetsmarknaden (Integration: Rapport 
2) 
Sennemark, Eva och Anette Moberg (2009) Dialog i centrum. En utva ̈rdering av 
samha ̈llsinformationen till nyanla ̈nda flyktingar i Go ̈teborgs Stad. FOU i 
参考文献 
 180 
Va ̈st/Go ̈teborgsregionens kommunal- fo ̈rbund, Go ̈teborg. 
SIV (1984) Rösträtten och Invandrarna: Några frågor efter 1982 års val. 
SIV (1983) Sweden: a General Introduction for Immigrants, Liber 
SIV (1979a) ABC om communalvalen.  
SIV (1979b) Rösträttprojektet 1979- slutrapport. 
SKL（Sveriges Kommuner och Landsting）ウェブサイト <https://skl.se> 
SOU (2017:19) Uppdrag: Samverkan– Steg pa ̊ va ̈gen mot fo ̈rdjupad lokal 
samverkan fo ̈r unga arbetslo ̈sa. 
SOU (2010:37) Sverige för nyanlända utanför flyktingmottagandet. 
SOU (2010:16) Sverige för nyanlända: Värden, välfärdsstat, vardagsliv. 
SOU (2006:79) Integrationens svarta bok Agenda för jämlikhet och social sam
manhållning. 
SOU (2005:103) Anhörigåterförening. 
SOU (2003:77) Sfi på väg – i går och i dag. 
SOU (2003:75) Etablering i Sverige- möjligheter för individ och samhälle. 
SOU (1995:75) Svensk flyktingpolitik i globalt perspektiv. 
SOU (1984:58) Invandrar- och minoritetspolitiken. 
SOU (1984:55) I rätt riktning etniska relationer i Sverige. 
SOU (1974:69) Invandrarutredningen 3: Invandrarna och minoriteterna. 
SOU (1971:51) Invandrarutredningen 1: Invandrarnas utbildingssituation. 
SOU (1967:18) Invandringen: Problematik och handläggning. 
Statistikdatabas för Göteborg <http://statistikdatabas.goteborg.se/pxweb/sv/?rxid
=eacdb2ec-d78b-4e06-8414-7521695708a2>（2017/12 アクセス） 
Stiftelsen Invandrartidningen, Invandrartidningen: På lätt svenska, 1971-1998 
Swedish Lapland (2016) Press Information Swedish Lapland. 
Tedebrand, Lars-Göran (1976) in Runblom, Harald, Hans Norman and Uppsala 
migration research project (eds.), From Sweden to America: a history of the 
migration, Minneapolis: University of Minnesota Press, pp.76-93 
TEMPUS Magazine, Nr 2 Vecka 41 1984, “En ny svensk nation: Från helsvenskt 
till en mångrasig blandning”, ss.16-19 
Tillväxtanalys (2015) Funktionella analysregioner – revidering 2015. (PM 2015:
22) 




Tilton, Tim (1990), The Political Theory of Swedish Social Democracy, Oxford 
University Press, pp.125-145 
Thullberg, Per & Kjell Östberg (reg.) (1994) Den Svenska Modellen, 
Studentlitteratur. 
UNHCR Policy Development and Evaluation Service（2013）The Labor Market 
Integration of Resettled Refugees, PDES/2013/16 November 2013. 
Valmyndigheten（スウェーデン選挙管理委員会） ウェブサイト <http://www.val.se>（本文
引用に示されている年月日は各ページの情報更新日） 
Världens Barn ウェブサイト <https://start.varldensbarn.se>（2017/12 アクセス） 
Westin, Charles (2006) ”Sweden: Restrictive Immigration Policy and Multicult
uralism”, Migration Policy Institute website, <http://www.migrationpolicy.or
g/article/sweden-restrictive-immigration-policy-and-multiculturalism>（2015/0
5/22 アクセス） 
Wickström, Mats (2013) “Conceptual Change in Postwar Sweden: The 
Marginalization of Assimilation and the Introduction of Integration”, Kivisto, 
Peter & Wahlbeck, Östen (eds.) Debating Multiculturalism in the Nordic 
Welfare State, Palgrave macmillan, pp.110-139 
Widgren, Jonas (1982) Svensk invandrarpolitik: En faktabok (andra reviderade
 upplagan), Lund: Liber Förlag. 
Wizelius, Ingemar (ed.) (1967), Sweden in the Sixties, Almqvist & Wiksell 
Yalcin, Zeki (2013) “LO and refugee immigration, 1973-82”, in Byström, & 
Frohnert (eds.), pp.254-269 
Åberg, Alf（1985）translated by Gordon Elliott, M. A., A Concise History of Swe
den, LTs förlag: Stockholm. 
Östberg, Kjell （2008）I takt med tiden: Olof Palme 1927-69, Leopard 













秋朝礼恵（2017）北ヨーロッパ学会学会設立 15 周年記念大会報告, 2017 年 12 月 3 日 
秋朝礼恵（2016）「スウェーデン・モデル：グローバリゼーションのなかの揺らぎと挑戦」, 岡澤・
斉藤編著（2016）pp.269-291 秋朝礼恵（2015）「財政再建の政治経済学：痛みの分かち
合い方」, 岡沢憲芙編著『北欧学のフロンティア』ミネルヴァ書房, pp.373-387 
秋朝礼恵（2014）「スウェーデン・モデルに関する一考察」, 高崎経済大学地域政策学会『地










Andersen, Gøsta (1999), Social Foundations of Postindustrial Economies, 
Oxford  University Press） 
エスピン-アンデルセン, イェスタ著、岡沢憲芙・宮本太郎監訳（2001）『福祉資本主
義の三つの世界』ミネルヴァ書房（Esping-Andersen, Gøsta (1990), The Three 
Worlds of Welfare Capitalism, Cambridge: Polity Press.） 
太田美幸（2014, 2015）「海外の成人教育：スウェーデンの学習サークル」第 1〜3 回，明るい




岡沢憲芙・宮本太郎（2004）『スウェーデン・ハンドブック 第 2 版』早稲田大学出版部 











『北ヨーロッパ研究』2014, 第 11 巻, pp.1-9 










坂田周一（2014）『社会福祉政：策現代社会と福祉 第 3 版』有斐閣 
佐藤俊輔（2008）「統合か政府間協力か：移民・難民政策のダイナミズム」, 平島健司編『国境
を越える政策実験・EU』東京大学出版会、pp.95-134 















編、岡澤憲芙監修『日本・スウェーデン交流 150 年: 足跡といま、そしてこれから』彩流社 
清水由賀（2017a）「スウェーデンにおける移民統合政策−地方自治体の取り組みを例に−」日
本地方政治学会・日本地域政治学会 2017 年 6 月 4 日報告資料 
清水由賀（2017b）「スウェーデンの労働市場における移民の現状とツーリズム産業の可能性：
移民の社会的統合への最初の入り口として」 東北福祉大学編『東北福祉大学研究紀
要』第 41 巻, pp.215-229 
清水由賀（2016a）「開花期のスウェーデン・モデル」岡澤憲芙・斎藤弥生編『スウェーデン・モ
デル：グローバリゼーションのなかの揺らぎと挑戦者』彩流社, pp.247-268 




田大学社会科学研究科編『社学研論集第 26 号』pp. 47-62 
清水由賀 (2015) 「スウェーデンと国際的連帯：パルメのイニシアティブ」北ヨーロッパ学会 20
15 年 10 月 24 日報告資料 





















ボージャス, ジョージ著、岩本正明訳（2017）『移民の政治経済学』白水社（Borjas, George 
J. (2016), We Wanted Workers: Unraveling the Immigration Narrative, W 








ップ』岩波書店（原著 Joppke, Christian (2010) Citizenship and Immigration, 
Cambridge: Polity Press） 
渡辺芳樹（1987）「中央行政組織」，社会保障研究所編『スウェーデンの社会保障』東京大学
出版会, 第 3 章 
 
インタビュー資料 （訪問場所、日時、インタビュー対象者） 
労働省政治アドバイザー ミリシア・レザイ（Milischia Rezai）、2015 年 8 月 27 日 10:45-
11:40 
ヨーテボリ・コミューン 
Integrationscentrum Göteborg, 2016 年 8 月 8 日 13:00-15:50, Cajsa Malmström, 
Eva Eriksson, Said Jama, 2017 年 8 月 9 日 11:30-11:40 Cajsa Malmström  
One Stop Future Shop, 2017 年 8 月 7 日 11:00-12:00, プロジェクト・マネージャー
Daniela Ölmunger, 広報ディレクターJenny Olsson, 広報担当 Aliretu Bdiee  
Tolkförmedling Väst, 2016 年 8 月 9 日 13:00- Jhonny Lystad, Ivana Maric 
ボートシュルカ・コミューン 
Hallunda medborgarkontor 2017 年 8 月 17 日 11:00-12:20, Hasse Jordan  
ヴェクショー・コミューン 
Medborgarkontoret Araby 2016 年 8 月 12 日 12:30-13:10 Abdalaziz Mahdi, 
2017 年 8 月 10 日 Stephan Lundholm  
カールスクローナ・コミューン 
Integrationscentrum Karlskrona 2017 年 8 月 11 日 14:00-15:40 Ammar Abo 




Sorsele kommun 2016 年 8 月 4 日 9:00-10:05 と 2017 年 8 月 15 日 11:00-11:40 ソ
ーシェレ・コミューン行政長 Janne Ask, 2016 年 8 月 5 日 10:00-12:10 SAMLA プロ
ジェクト・リーダーErika Mikaelsson, 2017 年 8 月 15 日｢スウィーディッシュ･ラップラン
ド｣ソーシェレ担当者 Ann-Kristin Vinka 
アルヴィツヤウル・コミューン  
2017 年 8 月 14 日 11:40-12:20 アルヴィツヤウル・コミューン経済課長 Stina 
Johansson 
 








































2018 年 12 月	 清水由賀 
 
